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第３章  調査の概要 
 

１．調査の目的 
  介護労働者の就業実態と就業意識調査（以下「労働者調査」という。）は、アンケート調査を通じ

て介護分野の事業所で働く介護労働者を対象に、その雇用や勤務の実態、並びに介護業務及び労働

条件に関する問題意識や就業意識等を把握し、介護労働者の雇用環境改善や優れた人材の確保・定

着・育成のための基礎資料を得ることを目的として実施した。 

  なお、労働者調査と併せて、事業所を対象とした「事業所における介護労働実態調査｣（以下「事

業所調査」という。）を同時に行い、別途報告書をまとめている。 

 

２．調査対象 
  事業所調査で調査票を配布した全国 18,000 件の事業所において雇用されている介護労働に従事

する労働者のうち、１事業所当たり最大３名、合計 54,000 人 （最大）を労働者調査の対象とした。 

 

３．調査内容 
  調査内容は次の通り。なお、「労働者調査票」は巻末に掲載している。また、調査項目の年次別推

移を表 1（43 ページ）に示す。 

 

（１）回答者の基本属性 
  ①性別、②年齢、③最終学歴、介護福祉関係の専修・専門学校卒業の有無、④配偶関係、⑤生計

維持者、⑥育児・家族介護の状況、育児・家族介護に直面した際の仕事の継続可能性 

 

（２）現在の仕事（職種） 
  ①現在の仕事（職種）、②介護に関する資格（保有・希望）、③現在の仕事を選んだ理由、④介護

関係の仕事の経験年数、⑤前職の有無、これまでの勤務先で経験した仕事と直前の仕事、⑥直前の

仕事の雇用形態・勤続年数、⑦直前の仕事をやめた理由 

 

（３）現在勤務している事業所（法人） 
  ①所在地（都道府県）、②法人格（経営主体）、③事業所の従業員数規模、複数事業所の有無、法

人全体の従業員数規模、④事業所の主な介護保険指定介護サ－ビス事業（以下「介護サービス」と

いう。）の種類、⑤現在の法人に就職したきっかけ、⑥現在の法人に就職した理由 

 

（４）勤務状況・勤務条件等 
  ①法人での勤続年数、②職位、上位の職位志向、③雇用形態、④就業形態、④1 週間の労働日数、

労働時間数、残業時間数、⑤年次有給休暇の新規付与日数・取得日数、⑥深夜勤務の有無、月当た

り回数、仮眠・休憩の状況、勤務体制、⑦賃金の支払形態、時間給、日給、通常月の税込み月収 

 

（５）働く上での悩みや意識 
  ①労働条件 ・仕事の負担についての悩み、不安、不満等、②職場でのハラスメント、⑤利用者や

その家族からのセクハラ、暴力等 
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（６）勤務先の取り組み 
  ①働き続けることに役立っている取り組み、②勤務先の介護休業制度等の状況、③仕事と育児を

両立させるための制度の認知状況 

 

（７）勤務先の評価 
  ①今の仕事や職場の評価、②現在の仕事の満足度、③今の仕事（職種）の今後の希望、④今の事

業所での就業継続意向 

 

（８）訪問介護員・サービス提供責任者 
  ①勤務のために所属先の訪問介護事業所へ出向く頻度、②サービス提供責任者が担当する訪問介

護員に対するコミュニケーションや研修・指導の実施状況、③サービス提供責任者の仕事の現在の

比率、望ましい比率、④サービス提供責任者の担当する訪問介護員数等 

 

４．調査方法 
  事業所調査の対象事業所への調査票送付に際して「労働者調査票」3 部を同封し、事業所管理者

に対して 3 名を上限に調査対象とする労働者を選出し、調査対象労働者への調査票の配付を依頼し

た。選出方法は、対象事業所が展開する介護サ－ビスの中で、主とする介護サ－ビスに従事してい

る従業員の中から表 2 （44 ページ）に示す職種別・雇用形態別人数に沿って最大 3 名の回答者を任

意に選任していただくこととした。ただし、事業所によっては、在籍している労働者が表 2 に示す

雇用形態人数等を満たさない場合があるので、その際は柔軟に対応していただくこととしている。 

  回答票は、回答者から直接郵送していただくことで回収した。 

 

５．調査基準日と調査期間 

（１）調査基準日 
  原則として令和 6 年 10 月 1 日現在の状況について、回答をお願いした。 

 

（２）調査期間 
  令和 6 年 10 月 1 日～10 月 31 日 
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表１  調査項目年次別一覧 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度
A）対象とする介護事業所と労働者の種類
B）調査対象者数（対象事業所×3名） 54,000 54,000 54,000 54,000 54,000
C）想定配布数 52,632 51,033 51,375 51,345 51,267
D）有効回答労働者数 22,154 19,952 19,890 20,699 21,325
E）回収率＝D÷C 42.1% 39.0% 38.7% 40.3% 41.6%
F）調査期間（調査基準日）

性別、年齢 ○ ○ ○ ○ ○
最終学歴、専修・専門学校卒業の有無 ○ ○ ○ ○ ○
配偶関係、生計維持者 ○ ○ ○ ○ ○
介護労働者の介護状況・両立の可能性等 ○ × × × ○（育児も含む）

現在の仕事（職種）、現在の仕事（職種）を選んだ理由 ○ ○ ○ ○ ○
資格（保有・希望） ○ ○ ○ ○ ○

介護関係職種の経験年数 ○ ○ ○ ○ ○
前職の有無と仕事内容 ○ ○ ○ ○ ○
直前職の雇用形態、勤続年数 × ○ ○ ○ ○
前職の雇用形態、勤続年数、やめた理由 ○ × × × ×
直前職をやめた理由 × ○ ○ ○（※１） ○
上記理由の詳細（職場の人間関係、事業所運営のあり方） × × × ○（※１） ○（※１）
所在地（都道府県） ○ ○ ○ ○ ○
法人格（経営主体）、法人全体の従業員数規模 ○ ○ ○ ○ ○
事業所の従業員数規模、複数事業所の有無 ○ ○ ○ ○ ○
事業所の主な介護サービスの種類 ○（27区分） ○（27区分） ○（27区分） ○（27区分） ○（27区分）
現在の法人に就職した理由ときっかけ ○ ○ ○ ○ ○
法人での勤続年数 ○ ○ ○ ○ ○
職位と上位の職位志向、雇用形態、就業形態 ○（※２） ○（※２） ○（※２） ○（※２） ○
有期雇用職員の無期雇用への転換希望、希望労働時間 ○ ○ ○ × ×
１週間労働日数、労働時間数、残業時間数 ○ ○ ○ ○ ○
収入を伴う別の仕事の有無 ○ ○ ○ × ×
年次有給休暇の付与日数・取得状況 ○ ○ ○ ○ ○
深夜勤務の有無、回数、休憩、体制 ○ ○ ○ ○ ○

賃金の支払形態（時間給・日給） ○ ○ ○ ○ ○
通常月の税込み月収 ○ ○ ○ ○ ○
賞与の状況 ○ ○ ○ × ×
賃金や手当等の希望 ○ ○ ○ × ×
労働条件等への不安、不満等 ○ ○ ○ ○ ○
職場での人間関係等の悩み、不満等とハラスメント ○（悩み等のみ） ○ ○ ○ ○（ハラスメントのみ）

利用者等についての悩み、不満等とハラスメント ○ ○ ○ ○ ○（ハラスメントのみ）

職場での取り組み及び不満の解消 ○ ○ ○ × ×
相談できる担当者や「相談窓口」の有無 ○ ○ ○ × ×
雇用管理責任者の有無 ○ ○ ○ × ×
外国籍労働者について ○ ○ ○ × ×
業務上の事故、ヒヤリ・ハット等 ○ ○ × × ×
研修の受講効果・受講希望 ○ ×
採用時研修受講の有無 ○ ○ ○ × ×
指導担当者等の有無、上司等によるアドバイスの状況 ○ ○ ○ × ×
過去1年間の研修受講、回数 ○ ○ ○ × ×
早期離職防止・定着促進の取り組みの有無と効果 ○（効果のみ） ○（効果のみ）
勤務先の勤務制度 × × × × ○

育児と両立のための制度 × × × × ○
仕事能力の自己評価と能力・スキルに対する向上意欲 ○ ○ ○ × ×
介護ロボット、ICT機器の導入・利用状況と導入意向 × × × ○ ×
介護ロボット、ICT機器等の導入に対する評価 × × × ○ ×
今の仕事や職場の働きがい ○ ○ ○ ○ ○
現在の仕事の満足度 ○ ○ ○ ○ ○（※４）
職場の特徴 ○ ○ × × ×
今の職種の継続意向 ○ ○
今の勤務先での就業継続意向 ○ ○
訪問介護員が所属先事業所に出向く頻度 × × × × ○
サービス提供責任者の訪問介護員への研修・指導の状況 × × × × ○
サービス提供責任者の仕事の現在の比率と望ましい比率 × × × × ○
担当する訪問介護員数 × × × × ○

（※１）直前職が介護関係の仕事のみ　（※２）就業形態はなし　（※３）令和５年度から選択肢を改変　（※４）令和６年度から選択肢を改変

訪
問
介
護
員
と

サ
ー

ビ
ス
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供

責
任
者

現
在
の
事
業

所
に
つ
い
て

調査項目

１０月１日～１０月３１日（１０月１日）

基
本
属
性

現
在
の
仕
事
（

職
種
）

に
つ
い
て

全国の介護保険サービスの指定事業者で働く介護労働従事者

勤
務
状
況
・
勤
務
条
件
に
つ
い

て

○（法定研修のみ）

○（※３）

○（※３）
○（※３）
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で
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識
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先
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表２  労働者調査票の配布方法（回答者の選び方） 

 
 

 

６．回答率 
  事業所調査において、送付先事業所のうち、休廃止事業者等が 911 件あったため、実効送付先は

17,089 件となり、労働者への想定配布数は 51,267 人であった。有効回答者数は 21,325 人であり、

回答率は 41.6％であった。都道府県別の回収状況を含めた詳細は、表 3（次ページ）に示すとおり

である。 

 

 

  

労働者調査票回答対象者

訪問介護（第１号訪問事業）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問入浴介護（介護予防訪問入浴介護） 介護職員２人、看護職員１人

訪問看護（介護予防訪問看護）
看護職員３人
（無期雇用職員１人、有期雇用職員２人）

夜間対応型訪問介護
訪問介護員３人
（無期雇用職員１人、有期雇用職員２人）

通所介護（第１号通所事業）

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護（介護予防認知症対応型通所介護）
 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーション） 介護職員２人、理学療法士または作業療法士１人

介護老人福祉施設

認知症対応型共同生活介護（介護予防認知症対応型共同生活介護）

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
 特定施設入居者生活介護（介護予防特定施設入居者生活介護）

短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護）

介護老人保健施設

短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護）

介護医療院（介護療養型医療施設）

小規模多機能型居宅介護（介護予防小規模多機能型居宅介護） 介護職員３人

看護小規模多機能型居宅介護 看護職員３人

居宅介護支援（介護予防居宅介護支援）
介護支援専門員３人
（無期雇用職員２人、有期雇用職員１人）

主とするサービスの種類

訪
問
系

通
所
系

施
設
系

訪問介護員２人（有期雇用職員２人）、
サービス提供責任者１人

介護職員３人
（無期雇用職員１人、有期雇用職員２人）

介護職員３人
（無期雇用職員２人、有期雇用職員１人）

介護職員２人、看護職員１人
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表３  令和 6 年度労働者調査の回答状況                             （単位:件、％） 

 
 

事業所
実効送付数

労働者
想定配布数

労働者
有効回答数

回答率
１事業所
当り回答数

前年度
有効回答数

前年度
回答率

合計 17,089 51,267 21,325 41.6 1.2 20,699 40.3

01 北海道 701 2,103 918 43.7 1.3 988 42.5
02 青森県 200 600 322 53.7 1.6 301 48.9
03 岩手県 160 480 212 44.2 1.3 279 53.1
04 宮城県 293 879 406 46.2 1.4 389 41.8
05 秋田県 172 516 263 51.0 1.5 286 56.1
06 山形県 137 411 199 48.4 1.5 206 46.4
07 福島県 253 759 351 46.2 1.4 379 44.8
08 茨城県 306 918 316 34.4 1.0 312 34.3
09 栃木県 219 657 253 38.5 1.2 260 41.3
10 群馬県 324 972 438 45.1 1.4 342 36.0
11 埼玉県 808 2,424 916 37.8 1.1 873 36.6
12 千葉県 735 2,205 886 40.2 1.2 824 38.4
13 東京都 1,501 4,503 1,615 35.9 1.1 1,488 33.4
14 神奈川県 1,113 3,339 1,298 38.9 1.2 1,350 39.4
15 新潟県 266 798 363 45.5 1.4 393 44.6
16 富山県 144 432 222 51.4 1.5 158 35.6
17 石川県 147 441 225 51.0 1.5 207 46.6
18 福井県 104 312 146 46.8 1.4 149 46.4
19 山梨県 113 339 156 46.0 1.4 153 42.9
20 ⾧野県 279 837 365 43.6 1.3 370 43.0
21 岐阜県 290 870 380 43.7 1.3 276 35.4
22 静岡県 467 1,401 593 42.3 1.3 504 37.5
23 愛知県 942 2,826 1,048 37.1 1.1 1,095 39.5
24 三重県 270 810 333 41.1 1.2 344 43.3
25 滋賀県 190 570 245 43.0 1.3 252 42.2
26 京都府 306 918 375 40.8 1.2 374 42.4
27 大阪府 1,655 4,965 1,942 39.1 1.2 1,799 39.6
28 兵庫県 727 2,181 896 41.1 1.2 874 40.4
29 奈良県 227 681 270 39.6 1.2 255 39.9
30 和歌山県 200 600 229 38.2 1.1 207 35.9
31 鳥取県 81 243 116 47.7 1.4 89 37.1
32 島根県 121 363 167 46.0 1.4 165 51.9
33 岡山県 276 828 369 44.6 1.3 308 36.5
34 広島県 341 1,023 451 44.1 1.3 453 42.4
35 山口県 185 555 246 44.3 1.3 249 42.1
36 徳島県 132 396 151 38.1 1.1 159 39.8
37 香川県 140 420 165 39.3 1.2 180 40.8
38 愛媛県 235 705 295 41.8 1.3 328 46.5
39 高知県 117 351 155 44.2 1.3 163 45.3
40 福岡県 800 2,400 1,011 42.1 1.3 913 38.7
41 佐賀県 100 300 152 50.7 1.5 187 45.5
42 ⾧崎県 214 642 288 44.9 1.3 315 43.2
43 熊本県 295 885 423 47.8 1.4 379 43.0
44 大分県 173 519 214 41.2 1.2 203 38.0
45 宮崎県 199 597 216 36.2 1.1 242 39.7
46 鹿児島県 247 741 302 40.8 1.2 342 42.7
47 沖縄県 184 552 193 35.0 1.0 209 38.3
不明 ― ― 230 ― ― 128 ―
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７．集計方法 
  回答票は、単純集計のほか、回答者の属性ごと、さらには設問間のクロス集計を行った。具体的

なクロス集計項目は、表 4 （48～49 ページ）に示すとおりである。また、質問内容に応じて適宜時

系列での集計も行っている。 

 

８．実施体制 
  介護労働実態調査の実施に当たっては、専門家等から構成される検討委員会を設置し、調査票の

作成及び調査結果の分析や報告書の構成・内容等について、検討委員会の審議に基づき事業を推進

した。 

  また、主として現場の代表から構成される諮問委員会を設置し、調査項目等について専門的立場

からの助言も受けながら事業を実施している。 

 

【令和 6 年度介護労働実態調査等検討委員会】（※所属等は令和 7 年 3 月末現在） 

座長 佐藤 博樹  東京大学 名誉教授 

 大木 栄一  玉川大学 経営学部 教授 

 坂爪 洋美  法政大学 キャリアデザイン学部 教授 

 松下 洋三  一般社団法人全国介護事業者協議会 副理事長 

 菅野 雅子  茨城キリスト教大学 経営学部 准教授 

 高野 龍昭  東洋大学 福祉社会デザイン学部 教授 

 山田 剛  一般社団法人日本介護支援専門員協会 常任理事 

 井上 英明  厚生労働省 職業安定局 総務課 人材確保支援総合企画室 室長 

 藤澤 勝博  公益財団法人介護労働安定センター 理事長 

 

【令和 6 年度介護労働実態調査諮問委員会】（※所属等は令和 7 年 3 月末現在） 

座長 佐藤 博樹  東京大学 名誉教授 

 山越 圭祐  一般社団法人全国介護事業者協議会 理事 事務局長 

 西山 宏二郎  公益社団法人全国老人福祉施設協議会 介護人材対策委員会委員長 

 三根 浩一郎  公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 

 安藤 恵子  一般社団法人全国介護付きホーム協会 監事 

 小林 由憲  一般社団法人日本在宅介護協会 常任理事 

 田中 雅子  社会福祉法人富山県社会福祉協議会 富山県福祉カレッジ 教授 

 井上 英明  厚生労働省 職業安定局 総務課 人材確保支援総合企画室 室長 

 藤澤 勝博  公益財団法人介護労働安定センター 理事長 
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９．本報告書における主な用語の定義 
  本報告書における主な用語の定義は次のとおりである。 

 

＜職種＞ 

①訪問介護員 
  訪問介護員とは、介護保険法の指定を受けた訪問介護事業所で働き、高齢者等の家庭を訪問し

て家事などの生活援助、入浴などの身体介護を行う者をいう。 

②介護職員 
  介護職員とは、訪問介護以外の介護保険の指定介護事業所で働き、直接介護を行う者をいう。 

③ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 
  ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等とは、ＰＴ（理学療法士）、ＯＴ（作業療法士）、ＳＴ（言語聴覚士）等の

機能訓練指導員をいう。 

＜就業形態＞ 

③無期雇用職員 
  無期雇用職員とは、労働時間数にかかわらず雇用期間の定めがない者をいう。有期労働契約よ

り無期労働契約に転換した者も含む。 

④有期雇用職員 
  有期雇用職員とは、無期雇用職員以外の労働者をいう。派遣労働者、委託業務従事者は含まな

い。 

＜賃金＞ 

⑤所定内賃金 
  所定内賃金とは、1 カ月に決まって支給される税込み賃金額を指す。通勤手当や役職手当等、

毎月決まって支給される金員を含むが、月によって変動がある残業代、夜勤手当等は除く。 

＜介護サービス系型＞ 

⑥介護サービス系型 
  介護サービスの種類を表 5 （50 ページ）に沿って「系」、及び「型」に分類・まとめたもの。介

護労働実態調査では、諸データを介護サービス系型別に集計・分析を行っている。 

 

＜育児・家族介護＞ 

⑦育児 
  育児とは、小学校 3 年生以下のお子さんを養育することをいう。 

⓼家族介護 
  家族介護とは、ご自分や配偶者の両親又は配偶者に対して行う、身体介助、施設や遠距離での

介護に加え、定期的な声がけ(見守り)、食事のしたくや掃除、洗濯などの家事、通院の送迎や外

出の手助け、入退院の手続きや金銭の管理などの「手助け」も含むものとする。 
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表４  集計項目一覧 

 

問番号 2 4 5 6 8 9

① ② ④ ⑤ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③

㋐ ㋑ ㋐ ㋑ ㋐ ㋑

○: 報告書掲載集計項目

●: 報告書不掲載集計項目

性
別

年
齢

最
終
学
歴

介
護
福
祉
関
係
の
専
修
・
専
門
学
校
の
修
了
有
無

配
偶
関
係

生
計
維
持
者

育
児
ま
た
は
介
護
の
実
施
状
況

仕
事
と
育
児
や
介
護
と
の
両
立
の
展
望

現
在
の
職
種

現
在
の
保
有
資
格

今
後
の
資
格
取
得
意
向

取
得
し
た
い
資
格

現
在
の
職
種
を
選
ん
だ
理
由

介
護
関
係
職
種
の
経
験
年
数

前
職
の
有
無

こ
れ
ま
で
働
い
た
こ
と
の
あ
る
業
種

直
前
職
の
業
種

直
前
職
の
就
業
形
態

直
前
職
の
勤
続
年
数

直
前
職
を
や
め
た
理
由

直
前
職
種
が
介
護
関
係
の
人
の
離
職
理
由
（

職
場
の
人
間
関
係
）

直
前
職
種
が
介
護
関
係
の
人
の
離
職
理
由
（

理
念
や
運
営
の
あ
り
方
）

勤
務
先
事
業
所
の
所
在
地
（

都
道
府
県
）

法
人
格
（

経
営
主
体
）

全体表（単純集計） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 勤務先事業所の所在地（都道府県）別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ●

1 ① 性別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 年齢層別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③ ㋐ 最終学歴別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

㋑ 介護福祉関係の専修・専門学校の修了有無別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

④ 配偶関係別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

⑤ 生計維持者別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥ ㋐ 育児または介護の実施状況別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

㋑ 仕事と育児や介護との両立の展望別 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 現在の職種別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

雇用形態毎現在の職種別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

就業形態毎現在の職種別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

3 ① 現在の保有資格別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 今後の資格取得意向別

③ 取得したい資格別

4 現在の職種を選んだ理由別 ● ● ●

5 介護関係職種の経験年数（ランク）別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 ① 前職の有無別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② これまで働いたことのある業種 ● ●

③ 直前職の業種別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

④ ㋐ 直前職の就業形態別 ● ● ●

㋑ 直前職の勤続年数別 ● ● ● ● ●

7 ① 直前職をやめた理由別

② 直前職種が介護関係の人の離職理由（職場の人間関係）別

③ 直前職種が介護関係の人の離職理由（理念や運営のあり方）別

9 法人格（経営主体）別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

10 ① 事業所の従業員数規模別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 複数事業所の有無別

法人全体の従業員数規模別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

法人格毎法人全体の従業員数規模別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

11 事業所の主な介護サービスの種類別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

介護保険サービス系型別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 現法人への就職の経路・方法・媒体別 ○ ○ ● ●

13 現在の法人に就職した理由別 ● ● ●

14 現法人での勤続年数（ランク）別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 ① 現在の職位別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 上位の職位志向別

③ 雇用形態別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

④ 就業形態別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 ① 1週間の労働日数（ランク）別

② 1週間の労働時間数（ランク）別

③ 1週間の残業時間数（ランク）別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

17 年次有給休暇の付与日数（ランク）別

年次有給休暇の取得状況（ランク）別

年次有給休暇付与日数1日以上の取得状況（ランク）別

年次有給休暇の取得率（ランク）別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

年次有給休暇付与日数1日以上の取得率（ランク）別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

18 ① 深夜勤務の有無別

② 深夜勤務の１ヵ月の平均回数（ランク）別

③ 仮眠・休憩の状況別 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

④ 深夜勤務体制（ランク）別

19 ① 賃金の支払形態別

② 時給・日給の単価（ランク）別 ○

③ 通常月の税込み月収（ランク）別
主たる生計維持者で給与が月給の人の通常月の税込み月収（ランク）別 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

20 ① 労働条件等への不安、不満等別

② 職場でのハラスメント別

③ 利用者等からのハラスメント別

21 効果的な早期離職防止・定着促進の取り組み別

22 職場の勤務制度に対する認識別

23 仕事と育児を両立するための制度に対する認識別

24 今の仕事や職場の働きがい別

25 満足度

26 ① 今の職種の継続意向別

② 今の勤務先での就業継続意向別

27 訪問介護員の事業所への立ち寄り状況別

28 サ責の訪問介護員への指導状況別

29 ① サ責が実施している担当業務の現在の比率別

② サ責が実施している担当業務の望ましい比率別

30 サ責の担当訪問介護員数（ランク）別

担当訪問介護員のうちの離職率（ランク）別

①～⑮

③

1 3 7

⑥ ④

問番号
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12 13 14 17 21 22 23 24 25 27 28

① ① ② ③ ④ ① ② ③ ① ② ③ ④ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ① ②

事
業
所
の
従
業
員
数
規
模

複
数
事
業
所
の
有
無

法
人
全
体
の
従
業
員
数
規
模

事
業
所
の
主
な
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
種
類

介
護
保
険
サ
ー

ビ
ス
系
型

現
法
人
へ
の
就
職
の
経
路
・
方
法
・
媒
体

現
在
の
法
人
に
就
職
し
た
理
由

現
法
人
で
の
勤
続
年
数

現
在
の
職
位

上
位
の
職
位
志
向

雇
用
形
態

就
業
形
態

1
週
間
の
労
働
日
数

1
週
間
の
労
働
時
間
数

1
週
間
の
残
業
時
間
数

年
次
有
給
休
暇
の
付
与
日
数
・
取
得
日
数

深
夜
勤
務
の
有
無

深
夜
勤
務
の
１
ヵ

月
の
平
均
回
数

仮
眠
・
休
憩
の
状
況

深
夜
勤
務
時
の
体
制

賃
金
の
支
払
形
態

時
間
給
・
日
給
の
単
価

通
常
月
の
税
込
み
月
収

通
常
月
の
税
込
み
月
収
（

月
給
の
者
）

労
働
条
件
等
に
つ
い
て
の
悩
み
・
不
安
、

不
満
等

職
場
で
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

利
用
者
や
そ
の
家
族
か
ら
の
セ
ク
ハ
ラ
、

暴
力
等

勤
務
先
の
就
労
継
続
に
役
立
っ

て
い
る
取
り
組
み

職
場
の
勤
務
制
度
に
対
す
る
認
識

仕
事
と
育
児
を
両
立
す
る
た
め
の
制
度
に
対
す
る
認
識

今
の
仕
事
や
職
場
の
評
価

満
足
度

今
の
仕
事
（

職
種
）
の
継
続
意
向

今
の
勤
務
先
で
の
就
業
継
続
意
向

訪
問
介
護
員
の
事
業
所
へ
の
立
ち
寄
り
状
況

サ
責
の
担
当
す
る
訪
問
介
護
員
へ
の
指
導
等
状
況

サ
責
が
実
施
し
て
い
る
担
当
業
務
の
現
在
の
比
率

サ
責
が
実
施
し
て
い
る
担
当
業
務
の
望
ま
し
い
比
率

サ
責
の
担
当
し
て
い
る
訪
問
介
護
員
数

新
た
に
担
当
と
な
っ
た
訪
問
介
護
員
数

担
当
し
て
い
た
訪
問
介
護
員
の
う
ち
の
離
職
者
数

離
職
以
外
で
担
当
外
と
な
っ

た
訪
問
介
護
員
数

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
● ● ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ○ ○
● ● ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

●
●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○
● ● ● ●
● ● ● ● ●
● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○

● ● ● ● ● ○ ○
● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○
● ● ● ● ●

○ ○ ●
● ●

●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ●

● ● ●
● ● ●
● ● ●

● ● ● ●
○ ● ● ○ ○
○ ● ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ○ ○ ○
● ● ● ● ● ○ ○ ○

302926

①
～

⑮

18 2019

②

15 1610 11
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表５  介護サービスの系型区分 

 
 

 

 

10．本報告書の記載内容に関する注意事項 
①集計項目で該当数値がない箇所、及び構成比（パ－セント計算値）が表章単位に満たない場合

は、「0」、あるいは｢0.0｣と記載している。 

②集計表中の該当数値の近傍に「＊」印が付されているものは、サンプル数（回答数）が少なく

（50 未満）、参考値との位置付けである。 

③集計表・図中の構成比（パーセント計算値）は、原則として無回答を含む合計値を分母として

いる。なお、賃金、労働日数 ・時間数等については、回答のあった労働者数を分母としている。 

④集計表・図中の構成比（パーセント計算値）について、四捨五入の関係で、項目の和が計の数

値と合わないことがある。 

介護保険サービスの種類
（〇印: 各サービスが該当する系型）

訪
問
系

施
設
系
（

入
所
型
）

施
設
系
（

通
所
型
）

居
住
系

居
宅
介
護
支
援

そ
の
他

訪問介護 〇

訪問入浴介護 〇

訪問看護 〇

訪問リハビリテーション 〇

居宅療養管理指導 〇

通所介護 〇

通所リハビリテーション 〇

短期入所生活介護 〇

短期入所療養介護 〇

特定施設入居者生活介護 〇

福祉用具貸与 〇

特定福祉用具の販売 〇

地域密着型通所介護 〇

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 〇

夜間対応型訪問介護 〇

認知症対応型通所介護 〇

小規模多機能型居宅介護 〇

看護小規模多機能型居宅介護 〇

認知症対応型共同生活介護 〇

地域密着型特定施設入居者生活介護 〇

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 〇

居宅介護支援 〇

介護老人福祉施設 〇

介護老人保健施設 〇

介護医療院（介護療養型医療施設） 〇

介護サービス系型
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⑤複数回答〔該当する項目全て（あるいは複数）を選択する方式〕の場合は、構成比（パ－セン

ト計算値）の和が 100.0 とならないものがある。 

⑥平均値の計算では、原則として分母は「回答数－無回答」としている。 

⑦仕事の満足度では、「満足度Ｄ.Ｉ.」を元に評価している。満足度Ｄ.Ｉ.は次の式で算定した。 

満足度Ｄ.Ｉ. ＝ （ 満足 ＋ やや満足 ）－（ 不満足 ＋ やや不満足 ） 

満足、やや満足、やや不満足、不満足は、各設問におけるそれぞれの項目の回答割合。 

⑧調査項目の時系列比較について 

過去の調査項目は、「表 1  調査項目年次別一覧」のとおりである。調査項目が同じであって

も年度によって質問文や選択肢が異なるもの等があるので、経年比較の際は留意されたい。 
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第４章  介護労働者の就業実態と就業意識調査結果 
Ⅰ．回答者について 
１．回答者の基本情報（問１） 

（１）性別（問１①） 
労働者調査の回答者は合計 21,325 人、男性は 23.6％、女性は 75.2％であった。職種別でみると、

女性の比率が高いのは「看護職員」が 91.9％、「訪問介護員」が 82.6％となっている。男性比率が

高いのは「ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 （※）」で 62.1％となっている。   （資料編 3 ページ 表 1-1-1 参照） 

（※）ＰＴ（理学療法士）、ＯＴ（作業療法士）、ＳＴ（言語聴覚士）等の機能訓練指導員 

                                                      

図表 1-1-1  職種別回答者の性別構成 

 
 

  

男性

23.6 

16.6 

27.6 

21.0 

34.4 

7.1 

62.1 

21.3 

女性

75.2 

82.6 

71.9 

78.1 

64.7 

91.9 

37.5 

78.1 

無回答

1.2 

0.7 

0.6 

0.9 

0.9 

1.0 

0.4 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=21,325)

訪問介護員(n=2,950)

介護職員(n=8,207)

サービス提供責任者

(n=2,065)

生活相談員(n=1,276)

看護職員(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=557)
介護支援専門員

(n=2,727)
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（２）年齢（問１②） 
回答者の年齢は、 「50～54 歳」が 15.9％で最も高く、次いで「45～49 歳」が 15.1％となっている。

平均年齢は 48.7 歳であった。なお、65 歳以上は全体の 9.2％であった。 

職種別でみると、平均年齢が最も低いのはＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等の 39.2 歳で、最も高いのは介護支

援専門員の 54.3 歳となっている。                           （資料編 5 ページ 表 1-2-1 参照） 

 

図表 1-2-1  職種別回答者の年齢構成 

 

  

20歳

未満

0.1 

0.1

0.1

0.3

～24

1.9 

2.2

3.3

0.4

0.9

0.8

2.3

2.0

～29

4.2 

3.8

5.0

2.9

5.1

5.7

14.2

0.1

4.1

～34

6.6 

5.2

8.4

5.1

7.3

6.7

19.6

1.2

6.8

～39

9.5 

7.8

10.8

8.7

12.5

9.4

20.8

4.5

10.0

～44

13.2 

11.4

13.8

13.3

16.4

14.3

15.4

11.1

12.8

～49

15.1 

13.1

14.9

15.4

16.3

18.5

11.5

15.9

15.1

~54

15.9 

15.0

15.1

18.8

15.9

16.8

7.9

18.0

17.2

~59

12.7 

13.4

11.3

16.2

10.7

12.9

4.8

16.7

12.4

~64

10.1 

12.5

8.7

10.4

8.5

8.0

1.6

16.2

10.1

~69

5.7 

8.1

5.0

5.2

3.8

3.7

1.1

9.8

5.3

~74

2.6 

4.3

2.1

1.8

1.1

2.2

0.4

4.1

2.7

75歳

以上

0.8 

2.1

0.5

0.8

0.3

0.4

1.4

0.4

無回答

1.4 

1.1

0.7

1.0

1.3

0.7

0.4

0.8

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供

責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・

ＳＴ

(n=557)

介護支援専

門員

(n=2,727)

その他

(n=703)

平均
年齢

（歳）

48.7

50.8

47.0

49.9

46.9

47.8

39.2

54.3

48.4
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（３）学歴（問１③） 
  専修・専門学校を除く最終学歴については、「高等学校（介護福祉関係以外の学科）」が 49.9％で

最も高く、次いで「高専、短大（介護福祉関係以外の学科）」の 16.7％となっている。また、介護福

祉関係の専修・専門学校については 20.6％が修了している。 

  職種別でみると、いずれの職種においても「高等学校（介護福祉関係以外の学科）」が最も多く

なっている。                                        （資料編 7 ページ 表 1-3-1 参照） 

 

図表 1-3-1  職種別最終学歴（専修・専門学校を除く） 

 
 

 

図表 1-3-2  専修・専門学校の修了状況 

 
 

 
  

中学校

3.8 

6.2 

4.3 

5.5 

2.4 

1.3 

0.0 

1.7 

高等学校

介護福祉関係

3.2 

2.9 

4.1 

3.2 

3.7 

2.4 

0.2 

2.1 

高等学校

左記以外

49.9 

56.4 

55.8 

52.2 

43.3 

40.1 

38.1 

40.4 

高専、短大

介護福祉関係

8.2 

5.0 

7.9 

6.4 

9.2 

12.4 

9.0 

10.2 

高専、短大

左記以外

16.7 

16.8 

12.7 

16.9 

12.4 

28.8 

15.3 

21.0 

大学・大学院

介護福祉関係

5.7 

3.1 

4.5 

4.0 

10.7 

5.0 

12.4 

10.4 

大学・大学院

（左記以外）

11.1 

9.1 

9.8 

11.0 

17.0 

8.1 

23.0 

13.2 

無回答

1.6 

0.5 

0.9 

0.9 

1.3 

2.0 

2.2 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=557)

介護支援専門員

(n=2,727)

卒業した

20.6 

卒業していない

77.0 

無回答

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=21,325)
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（４）配偶関係（問１④） 
配偶関係については、「既婚」が 60.0％、「未婚」が 23.4％、「離死別」が 15.6％となっている。 

（資料編 9 ページ 表 1-4-1 参照） 

 

図表 1-4-1  配偶関係の状況 

  

 

（５）主たる生計の維持者（問１⑤） 
主たる生計の維持者は、「自分（本人）」45.6％、「自分（本人）以外」が 33.6％、「生計費は折半

等」が 19.7％となっている。                                 （資料編 11 ページ 表 1-5-1 参照） 

 

図表 1-5-1  主たる生計の維持者 

 

 

 

  

既婚

60.0%

未婚

23.4%

離死別

15.6%

無回答

1.0%

n=21,325

自分（本人）

45.6%

自分（本人）以外

33.6%

生計費は折半等

19.7%

無回答

1.2%

n=21,325
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（６）育児、家族介護（問１⑥） 

（ア）育児、家族介護の状況（問１⑥㋐） 
育児、家族介護の状況について、現在「育児をしている」が 19.5％、「現在、家族介護をしてい

る」が 11.6％、「現在、育児と家族介護の両方をしている」が 1.8％で、いずれかをしているものは

約３分の１（32.9％）となっている。また「ここ数年のうちに育児又は家族介護を始める可能性が

ある」が 25.4％と、約４分の１となっている。        （資料編 13 ページ 表 1-6-1 参照） 

 

図表 1-6-1  育児、家族介護の実施状況 

 

 

 

（イ）仕事の継続（仕事との両立）可能性（問１⑥㋑） 
将来、育児や家族介護に直面した場合（現在しているものは、今後も）仕事を「続けることがで

きると思う」ものは 31.2％、「続けられないと思う」は 21.4％となっている。 

（資料編 13 ページ 表 1-6-1 参照） 

 

図表 1-6-2  仕事の継続（仕事との両立）可能性 

 

 

 

  

現在、育児を

している

19.5 

現在、家族

介護をしている

11.6 

現在、育児と

家族介護の両

方をしている

1.8 

この数年のうちに

育児又は家族介護を

始める可能性がある

25.4 

当面育児も家

族介護もする

可能性がない

39.5 

無回答

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

続けることができると思う

31.2 

続けられないと思う

21.4 

わからない

46.5 

無回答

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)
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Ⅱ．現在の仕事（職種）について 
２．主な仕事（職種）について（問２） 
  現在の仕事（職種）は、「介護職員」が 38.5％で最も高く、次いで「訪問介護員」が 13.8％、「介

護支援専門員（ケアマネージャー）」が 12.8％、「看護職員」が 11.2％となっている。 

  年齢階層別に職種の構成をみると、「20～25 歳未満」で介護職員が６割を超えている一方、訪問

介護員はおおむね高い年齢階層において比率が高くなっている。  （資料編 15 ページ 表 2-1 参照） 

※本調査の労働者調査票の配布においては、事業所の「主とするサービス」に応じて配布対象者の

職種を指定しており、無作為の配布ではないため、結果の利用の際には留意されたい。 （P42 「４.調

査方法」及び P44「表２ 労働者調査票の配布方法（回答者の選び方）」参照） 

 

図表 2-1-1  年齢階層別現在の仕事（職種） 

 

訪問介護員

13.8 

16.3 

12.3 

10.9 

11.4 

12.0 

11.9 

13.0 

14.6 

17.0 

19.6 

23.0 

33.9 

介護職員

38.5 

67.2 

45.7 

49.1 

43.9 

40.2 

38.0 

36.6 

34.3 

33.1 

33.7 

31.3 

23.9 

サービス提供

責任者

9.7 

2.0 

6.5 

7.6 

8.9 

9.8 

9.8 

11.4 

12.4 

9.9 

8.7 

6.9 

9.4 

生活相

談員

6.0 

2.7 

7.2 

6.6 

7.8 

7.4 

6.4 

6.0 

5.0 

5.0 

3.9 

2.6 

2.2 

看護職員

11.2 

4.7 

15.0 

11.3 

11.1 

12.1 

13.6 

11.8 

11.3 

8.8 

7.1 

9.5 

5.6 

PT・OT・

ST  

2.6 

3.2 

8.8 

7.8 

5.7 

3.0 

2.0 

1.3 

1.0 

0.4 

0.5 

0.4 

介護支援

専門員

12.8 

0.4 

2.4 

6.1 

10.8 

13.5 

14.5 

16.8 

20.5 

21.7 

20.6 

21.1 

その他

3.3 

3.5 

3.2 

3.4 

3.5 

3.2 

3.3 

3.6 

3.2 

3.3 

3.0 

3.5 

1.7 

無回答

2.1 

0.5 

0.9 

0.9 

1.5 

1.6 

1.5 

1.9 

1.3 

1.9 

1.8 

2.4 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

20～25歳未満

(n=405)

25～30歳未満

(n=902)

30～35歳未満

(n=1,403)

35～40歳未満

(n=2,026)

40～45歳未満

(n=2,820)

45～50歳未満

(n=3,225)

50～55歳未満

(n=3,395)

55～60歳未満

(n=2,708)

60～65歳未満

(n=2,162)

65～70歳未満

(n=1,226)

70～75歳未満

(n=549)

75歳以上

(n=180)

（注）20歳未満はデータ数が少ないため非掲載。
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３．資格について（問３） 

（１）現在持っている介護に関する資格等（問３①） 
  現在持っている介護に関する資格等は「介護福祉士」が 61.0％で最も高く、次いで「ホームヘル

パー２級」が 26.6％、「介護支援専門員（ケアマネージャー）」の 19.7％となっている。 

  職種別でみると、「介護福祉士」は訪問介護員が 60.6％、介護職員が 68.8％、サービス提供責任

者が 88.6％、生活相談員が 81.6％、介護支援専門員が 75.7％と６割を超えている。                         

（資料編 18 ページ 表 3-1-1 参照） 

 

図表 3-1-1  現在持っている介護に関する資格等 

 
 

図表 3-1-2  職種別現在持っている介護に関する資格等 

 
  

61.0 

16.9 

13.8 

3.0 

3.7 

26.6 

5.7 

19.7 

0.1 

13.3 

2.9 

3.8 

0.6 

3.9 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

介護福祉士

実務者研修

介護職員初任者研修

介護職員基礎研修

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

主任介護支援専門員

介護支援専門員

認定看護師・専門看護師

看護師・准看護師

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ

社会福祉士

精神保健福祉士

上記の資格なし

無回答
全 体(n=21,325)

（単位:人、％）

回
答
労
働
者
数

介
護
福
祉
士

実
務
者
研
修

介
護
職
員
初
任
者
研
修

介
護
職
員
基
礎
研
修

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

１
級

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

２
級

主
任
介
護
支
援
専
門
員

介
護
支
援
専
門
員

認
定
看
護
師
・
専
門
看
護
師

看
護
師
・
准
看
護
師

Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ
Ｔ

社
会
福
祉
士

精
神
保
健
福
祉
士

無
回
答

全  体 21,325 61.0 16.9 13.8 3.0 3.7 26.6 5.7 19.7 0.1 13.3 2.9 3.8 0.6 1.2

訪問介護員 2,950 60.6 21.6 21.9 2.4 4.3 37.3 0.2 5.3 0.0 1.7 0.1 1.2 0.2 0.5

介護職員 8,207 68.8 22.6 20.1 4.7 2.8 26.5 0.2 6.6 0.0 1.0 0.2 1.7 0.3 0.9

サービス提供責任者 2,065 88.6 24.9 11.5 3.8 6.4 35.1 0.2 9.3 0.0 1.7 0.3 1.9 0.2 0.2

生活相談員 1,276 81.6 19.1 11.9 2.0 2.7 29.9 0.9 13.8 0.0 0.9 0.5 9.7 1.2 0.6

看護職員 2,382 3.3 1.0 0.9 0.1 1.3 2.6 0.3 8.6 1.1 100.0 0.2 0.4 0.2 0.0

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 557 3.4 1.8 2.5 0.2 0.2 2.9 0.5 8.8 0.0 0.9 100.0 1.1 0.2 0.0

介護支援専門員 2,727 75.7 6.5 3.9 2.1 7.0 35.2 42.5 100.0 0.1 8.4 1.0 15.4 2.7 0.0
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（２）今後取りたい資格（問３②③） 
今後取りたい資格については、「ある」は全体の 37.4％となっている。 

「ある」と答えた人のついて、今後取りたいと考えている資格は、「介護支援専門員（ケアマネ

ージャー）」が 36.9％で最も高く、次いで「介護福祉士」の 23.9％となっている。 

  職種別にみると、訪問介護員は「介護福祉士」が 40.6％と最も高く、次いで「介護支援専門員」

32.9％、介護職員は「介護支援専門員」が 41.1％と最も高く、次いで「介護福祉士」33.6％となって

いる。サービス提供責任者、生活相談員、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等は「介護支援専門員」がそれぞれ５

割以上となっている。                                    （資料編 20 ページ 表 3-a-1 参照） 

図表 3-2-1  今後取りたい資格の有無          図表 3-2-2  今後取りたい資格 

  

図表 3-2-3  職種別今後取りたい資格 

 

ある

37.4%

ない

59.8%

無回答

2.8%

n=21,325

9.2 

23.9 

8.8 

2.3 

12.9 
36.9 

3.3 

2.1 

1.3 

14.7 

5.6 

13.5 

1.8 

0% 20% 40%

認定介護福祉士

介護福祉士

実務者研修

介護職員初任者研修

主任介護支援専門員

介護支援専門員

認定看護師・専門看護師

看護師・准看護師

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ

社会福祉士

精神保健福祉士

上記以外の介護福祉関係の資格

無回答 全 体(n=7,975)

（単位:人、％）

回
答
労
働
者
数

認
定
介
護
福
祉
士

介
護
福
祉
士

実
務
者
研
修

介
護
職
員
初
任
者

研
修

主
任
介
護
支
援
専

門
員

介
護
支
援
専
門
員

認
定
看
護
師
・
専

門
看
護
師

看
護
師
・
准
看
護

師 Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ

Ｔ 社
会
福
祉
士

精
神
保
健
福
祉
士

左
記
以
外
の
介
護

福
祉
関
係
の
資
格

無
回
答

全  体 7,975 9.2 23.9 8.8 2.3 12.9 36.9 3.3 2.1 1.3 14.7 5.6 13.5 1.8

訪問介護員 1,073 9.9 40.6 17.4 0.8 7.1 32.9 0.2 1.8 1.5 11.0 5.5 11.4 0.7

介護職員 3,589 10.5 33.6 12.4 3.7 7.7 41.1 0.3 2.2 1.2 11.2 2.6 11.6 1.1

サービス提供責任者 794 17.3 12.3 0.6 0.1 11.6 53.8 0.4 2.0 1.1 13.1 5.3 17.0 1.9

生活相談員 601 6.5 8.2 2.5 1.7 13.3 52.4 0.0 2.7 1.7 28.3 7.0 15.0 0.7

看護職員 557 0.7 4.3 2.0 0.9 6.8 28.9 43.3 0.0 1.3 4.3 5.7 14.0 6.8

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 162 1.2 16.0 8.0 4.3 17.3 50.0 0.0 5.6 0.0 7.4 2.5 24.1 3.7

介護支援専門員 814 3.1 0.4 0.1 0.1 48.5 0.0 0.4 2.6 0.7 33.2 17.0 15.8 2.9
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４．現在の仕事（職種）を選んだ理由（問４） 
現在の仕事（職種）を選んだ理由は、「働きがいのある仕事だと思ったから」が 39.7％で最も多

く、次いで「資格・技能が活かせるから」が 30.7％、「今後もニーズが高まる仕事だから」が 24.9％

「人や社会の役に立ちたいから」の 24.6％となっている。 

職種別でみると、訪問介護員、介護職員、サービス提供責任者、生活相談員は「働きがいのある

仕事だと思ったから」が最も高いが、看護職員、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等、介護支援専門員は「資格・

技能が活かせるから」が最も高くなっている。                   （資料編 22 ページ 表 4-1 参照） 

   

図表 4-1-1  現在の仕事（職種）を選んだ理由 

 

図表 4-1-2  職種別現在の仕事（職種）を選んだ理由 

 

  

39.7 

24.9 

24.6 

9.3 

17.2 

13.7 

12.7 

30.7 

16.3 

4.6 

11.7 

7.0 

4.4 

4.8 

1.0 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

働きがいのある仕事だと思ったから

今後もニーズが高まる仕事だから

人や社会の役に立ちたいから

生きがい・社会参加のため

お年寄りが好きだから

身近な人の介護の経験から

身近に介護関係の仕事をしている人がいたから

資格・技能が活かせるから

介護の知識や技能が身につくから

給与等の収入が多いから

自分や家族の都合のよい時間（日）に働けるから

他によい仕事がないため

その他

特に理由はない

無回答

全 体(n=21,325)

（単位:人、％）

回
答
労
働
者
数

働
き
が
い
の
あ
る
仕
事
だ
と

思
っ

た
か
ら

今
後
も
ニ
ー

ズ
が
高
ま
る
仕

事
だ
か
ら

人
や
社
会
の
役
に
立
ち
た
い

か
ら

生
き
が
い
・
社
会
参
加
の
た

め お
年
寄
り
が
好
き
だ
か
ら

身
近
な
人
の
介
護
の
経
験
か

ら 身
近
に
介
護
関
係
の
仕
事
を

し
て
い
る
人
が
い
た
か
ら

資
格
・
技
能
が
活
か
せ
る
か

ら 介
護
の
知
識
や
技
能
が
身
に

つ
く
か
ら

給
与
等
の
収
入
が
多
い
か
ら

自
分
や
家
族
の
都
合
の
よ
い

時
間
（

日
）

に
働
け
る
か
ら

他
に
よ
い
仕
事
が
な
い
た
め

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

全  体 21,325 39.7 24.9 24.6 9.3 17.2 13.7 12.7 30.7 16.3 4.6 11.7 7.0 4.4 4.8

訪問介護員 2,950 36.9 24.2 22.8 9.8 14.7 16.6 16.8 26.2 21.7 3.8 18.8 6.7 4.0 4.6

介護職員 8,207 35.5 24.5 22.9 7.2 20.6 15.7 15.2 19.2 19.1 2.2 9.0 9.1 4.9 5.5

サービス提供責任者 2,065 38.4 26.9 23.4 8.1 15.1 17.2 17.1 28.1 19.3 3.5 9.9 6.2 4.2 5.2

生活相談員 1,276 39.6 26.6 26.0 9.6 21.2 14.2 12.4 28.8 13.9 1.8 6.7 5.3 4.3 5.5

看護職員 2,382 54.1 28.3 29.4 13.3 14.9 5.5 5.3 55.1 5.9 17.9 15.4 3.4 3.1 2.7

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 557 52.2 25.5 32.1 7.2 12.7 4.5 7.2 56.2 5.7 4.8 8.3 3.2 1.8 2.5

介護支援専門員 2,727 42.1 23.1 27.0 13.3 13.7 11.9 6.3 48.1 12.2 4.0 12.4 6.6 4.4 3.0
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５．介護関係の仕事の経験年数（問５） 
介護関係の仕事の経験年数は、「20 年以上」が 27.0％と最も高く、次いで「10～15 年未満」が

22.9％、「15～20 年未満」が 18.4％で、平均経験年数は 14.3 年となっている。 

職種別でみると、平均経験年数は介護支援専門員が 19.6 年と最も長く、次いでサービス提供責

任者が 15.5 年、生活相談員が 15.1 年となっている。    （資料編 24 ページ 表 5-1-1 参照） 

 

図表 5-1-1  職種別介護関係の仕事の経験年数 

 
 

  

1年

未満

2.2 

2.5 

2.1 

0.3 

0.9 

4.2 

4.3 

0.5 

１～２

年未満

2.5 

2.9 

3.5 

0.6 

0.4 

3.3 

4.7 

0.4 

２～３

年未満

2.7 

3.6 

3.2 

1.0 

0.8 

3.4 

4.8 

0.4 

３～４

年未満

2.9 

3.7 

3.8 

1.4 

1.4 

3.5 

4.8 

0.3 

４～５

年未満

2.9 

3.7 

3.6 

1.7 

2.3 

3.4 

6.3 

0.5 

５～７

年未満

6.4 

7.5 

7.2 

4.0 

7.1 

8.2 

12.7 

1.4 

７～10

年未満

9.9 

11.1 

12.1 

9.7 

10.1 

8.4 

12.9 

3.0 

10～15

年未満

22.9 

24.8 

25.5 

26.8 

27.4 

16.7 

21.7 

16.0 

15～20

年未満

18.4 

16.0 

18.1 

22.7 

21.0 

13.0 

15.3 

23.9 

20年

以上

27.0 

22.5 

19.7 

30.0 

27.8 

29.0 

10.6 

52.8 

無回答

2.1 

1.8 

1.2 

1.7 

0.8 

6.9 

1.8 

0.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ

(n=557)

介護支援専門員

(n=2,727)

平均
経験
年数

（年）

14.3

12.9

12.9

15.5

15.1

14.7

10.5

19.6
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６．これまでの仕事について（問６） 

（１）学校卒業後、現在の仕事以外の仕事の経験の有無（問６①） 
学校卒業後、現在の仕事以外の収入を伴う仕事の経験の有無については、「ある」が 82.5％、「な

い」が 17.3％となっている。 

職種別では、「ある」が最も高いのは、介護支援専門員で 89.8％、次いで訪問介護員が 89.0％、

サービス提供責任者が 88.4％となっている。        （資料編 26 ページ 表 6-a-1 参照） 

 

図表 6-1-1  現在の仕事以外の収入を伴う仕事の経験の有無 

 
 

図表 6-1-2  職種別現在の仕事以外の収入を伴う仕事の経験の有無 

 

  

ない

17.3%

ある

82.5%

無回答

0.2%

n=21,325

ない

17.3 

10.6 

19.2 

11.5 

17.3 

30.5 

34.8 

10.2 

ある

82.5 

89.0 

80.6 

88.4 

82.7 

69.4 

65.2 

89.8 

無回答

0.2 

0.3 

0.2 

0.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=21,325)

訪問介護員(n=2,950)

介護職員(n=8,207)

サービス提供責任者

(n=2,065)

生活相談員(n=1,276)

看護職員(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=557)

介護支援専門員

(n=2,727)
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（２）これまでの仕事と直前の仕事（問６②③） 
 これまでの勤務先で経験した仕事 （複数回答）は、 「介護・福祉・医療関係以外の仕事」が 64.2％

で最も高く、次いで「介護関係の仕事（施設系）」が 31.0％となっている。 

 また、直前（現在の仕事に就く前）の仕事は、「介護・福祉・医療関係以外の仕事」が 30.7％で最

も高く、次いで「介護関係の仕事（施設系）」が 15.8％となっている。 

 職種別にみると、訪問介護員、介護職員等で「介護・福祉・医療関係以外の仕事」が最も高い一

方、看護職員、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等では「医療関係の仕事」が最も高くなっている。 

（資料編 26 ページ 表 6-a-1 参照） 

図表 6-2-1  これまでの仕事（複数回答） 

 

図表 6-2-2  職種別直前の仕事 

 

19.2 
21.3 

31.0 
6.5 

7.9 
22.9 64.2 

4.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

介護関係の仕事（訪問系）
介護関係の仕事（通所系）
介護関係の仕事（施設系）

介護関係の仕事（その他）
介護以外の福祉関係の仕事

医療関係の仕事

介護・福祉・医療関係以外の仕事
無回答 全 体(n=17,596)

介護関係

の仕事

(訪問系)

8.0 

11.6 

3.7 

14.7 

5.6 

5.8 

4.4 

14.4 

介護関係

の仕事

(通所系)

9.7 

7.0 

10.3 

8.3 

20.1 

5.7 

11.8 

11.0 

介護関係

の仕事

(施設系)

15.8 

13.7 

19.5 

15.0 

15.0 

7.4 

8.0 

16.5 

介護関係

の仕事

(その他)

3.5 

1.6 

2.1 

1.6 

3.0 

1.7 

0.8 

12.7 

介護以外の

福祉関係の

仕事

3.0 

3.7 

2.5 

3.4 

4.5 

1.6 

1.9 

4.0 

医療関係

の仕事

11.5 

4.7 

4.5 

4.6 

5.6 

53.9 

46.3 

11.7 

介護・福祉・

医療関係

以外の仕事

30.7 

37.7 

39.6 

34.9 

28.8 

6.0 

14.0 

14.4 

無回答

17.8 

20.0 

17.8 

17.6 

17.4 

17.9 

12.7 

15.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=17,596)

訪問介護員

(n=2,626)

介護職員

(n=6,614)

サービス提供責任者

(n=1,826)

生活相談員

(n=1,055)

看護職員

(n=1,654)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=363)

介護支援専門員

(n=2,449)
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（３）直前の仕事の雇用形態と勤続年数（問６④） 

（ア）直前の仕事の雇用形態（問６④㋐） 
直前の仕事の雇用形態は、「無期雇用職員」が 65.0％、「有期雇用職員」が 24.6％となっている。 

（資料編 28 ページ 表 6-b-1 参照） 

図表 6-3-1  直前の仕事の雇用形態 

 

 

（イ）直前の仕事の勤続年数（問６④㋑） 
直前の仕事の勤務年数は、「5 年以上」が 43.2％で最も高く、次いで「3 年程度」13.7%となって

いる。直前の仕事別にみると、「医療関係の仕事」で「5 年以上」が 50.5％となるなど、やや長くな

っている。                       （資料編 28 ページ 表 6-b-1 参照） 

 

図表 6-3-2  直前の仕事の内容別直前の仕事の勤続年数 

 

無期雇用職員

65.0 

有期雇用職員

24.6 

その他

7.6 

無回答

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=17,596)

３～４カ

月以下

3.4 

2.2 

3.5 

4.6 

3.7 

2.6 

2.9 

3.6 

半年程度

4.4 

5.5 

5.4 

4.4 

5.2 

3.2 

4.0 

4.1 

１年程度

11.5 

11.0 

14.6 

12.6 

11.2 

15.5 

10.7 

11.4 

２年程度

13.1 

15.6 

15.1 

12.8 

13.0 

13.8 

11.5 

13.5 

３年程度

13.7 

15.0 

13.6 

16.9 

12.2 

15.8 

11.8 

13.6 

４年程度

8.1 

8.1 

8.5 

9.4 

7.6 

9.1 

7.7 

8.2 

５年以上

43.2 

41.6 

38.9 

38.7 

46.4 

39.6 

50.5 

43.8 

無回答

2.7 

1.0 

0.5 

0.6 

0.6 

0.4 

0.8 

1.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=17,596)

介護関係の仕事(訪問系)

(n=1,407)

介護関係の仕事(通所系)

(n=1,710)

介護関係の仕事(施設系)

(n=2,775)

介護関係の仕事(その他)

介護以外の福祉関係

の仕事(n=530)

医療関係の仕事

(n=2,018)

介護・福祉・医療関係

以外の仕事(n=5,408)
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７．仕事を辞めた理由（問７） 

（１）直前の仕事を辞めた理由（問７①） 
直前の仕事を辞めた理由について、直前の仕事が介護関係の仕事では 「職場の人間関係に問題が

あったため」が 24.7％で最も多く、次いで「他に良い仕事・職場があったため」が 18.5％、「勤務

先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」が 17.6％となっている。 

一方、直前の仕事が介護関係以外の仕事では「結婚・妊娠・出産・育児のため」が 18.5％で最も

高く、次いで「自分の将来の見込みが立たなかったため」が 17.1％となっている。 

（資料編 30 ページ 表 7-1-1 参照） 

図表 7-1-1  直前の仕事を辞めた理由（複数回答）〔直前の仕事が介護関係かそれ以外か別〕 

 
  

7.3 

18.5 

9.4 

16.3 

14.2 

6.3 

24.7 

3.0 

6.7 

17.6 

3.0 

2.7 

3.3 

12.3 

3.7 

12.3 

3.7 

8.5 

11.9 

9.2 

14.4 

17.1 

10.7 

14.3 

1.5 

3.6 

8.3 

3.5 

3.9 

2.3 

18.5 

4.3 

12.8 

1.9 

0% 10% 20% 30%

人員整理・勧奨退職・法人解散・事業不振等のため

他に良い仕事・職場があったため

新しい資格を取ったから

収入が少なかったため

自分の将来の見込みが立たなかったため

自分に向かない仕事だったため

職場の人間関係に問題があったため

カスタマー・ハラスメントがあったため

勤務先に仕事上の悩み事の相談ができなかったため

勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため

家族の転職・転勤、又は事業所の移転のため

定年・雇用契約の満了のため

病気・高齢のため

結婚・妊娠・出産・育児のため

家族の介護・看護のため

その他

無回答

直前が介護関係の仕事（n=6,508)

直前が介護関係以外の仕事（n=7,956)
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（２）「職場の人間関係に問題があったため」の具体的な内容（問７②） 
直前の仕事が介護関係の仕事で、直前の仕事を辞めた理由が 「職場の人間関係に問題があったた

め」の場合の具体的な内容は、「上司や先輩からの指導や言動がきつかったり、パワーハラスメン

トがあった」が 49.1％と最も多く、次いで 「上司の業務指示が不明確、リーダーシップがなかった」

が 36.2％、「仕事の進め方に関する上司や同僚との意思疎通がうまくいかなかった」が 35.5％とな

っている。                       （資料編 32 ページ 表 7-2-1 参照） 

 

図表 7-2-1  「職場の人間関係に問題があったため」の具体的な内容（複数回答） 
〔直前の仕事が介護関係〕 

（問７①で「職場の人間関係に問題があったため」と回答した者を 100％とした時の回答割合） 

 
 
 

 

  

49.1 

36.2 

23.9 

5.4 

16.3 

35.5 

2.7 

24.1 

7.3 

8.9 

4.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

上司や先輩からの指導や言動がきつかったり、パワーハラスメ

ントがあった

上司の業務指示が不明確、リーダーシップがなかった

同僚からのきつい言動・悪口・嫌がらせ等があった

職場で仕事のこと以外の会話がなかった

職場内の仲間はずれや、疎外感・孤独感を感じた

仕事の進め方に関する上司や同僚との意思疎通がうまくい

かなかった

職場の人間からセクハラを受けた

仕事に対してやる気のない上司・先輩・同僚がいた

部下・後輩に対する指導が難しかった

その他

無回答 全 体(n=1,606)
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（３）「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」の具体的な内容（問７③） 
直前の仕事が介護関係の仕事で、直前の仕事を辞めた理由が「勤務先の事業理念や運営のあり方

に不満があったため」の場合の具体的な内容は、「経営の効率性を過度に重視していた」が 35.9％

と最も多く、次いで「介護の質の向上の取り組みに対して職員の体制や処遇が追いつかなかった」

が 35.6％となっている。                   （資料編 34 ページ 表 7-3-1 参照） 

 

図表 7-3-1   「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」の具体的な内容 （複数回答） 

〔直前の仕事が介護関係〕 

（問７①で「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」と 

回答した者を 100％とした時の回答割合） 

 

 
 

 
  

32.8 

32.5 

35.6 

31.6 

35.9 

33.1 

26.4 

7.3 

12.7 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40%

介護の質の向上をさせる姿勢がなかった

介護の質の向上の手法・方向性が自分の考え方とは異なっ

ていた

介護の質の向上の取り組みに対して職員の体制や処遇が

追いつかなかった

仕事の仕方に関する職員の提案を、管理者が聞いてくれな

かった

経営の効率性を過度に重視していた

無駄な業務が多く職員の業務量負担への配慮が弱かった

職場の人間関係の改善の取り組みをしてくれなかった

利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントから守る取り組

みをしてくれなかった

その他

無回答 全 体(n=1,144)
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Ⅲ．現在勤務している事業所（法人）について 
８．勤務している事業所の所在地（問８） 
  回答者が勤務している事業所の所在地は、大阪府が 9.1％で最も高く、次いで東京都が 7.6％、神

奈川県が 6.1％、愛知県の 4.9％、福岡県が 4.7％となっている。  （資料編 36 ページ 表 8 参照） 

 

図表 8-1-1  勤務している事業所の所在地 

 

 
 

９．勤務している事業所の法人格（経営主体）（問９） 
回答者が勤務している事業所の法人格（経営主体）は、「民間企業（個人・株式会社等）」が 55.3％

と最も高く、次いで 「社会福祉協議会以外の社会福祉法人」が 15.1％、「医療法人」が 10.6％と「な

っている。                        （資料編 37 ページ 表 9-1 参照） 

 

図表 9-1-1  勤務している事業所の法人格 

 
 

 
  

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

都道府県
名

回答
者の所
在地
(％)

北海道 4.3 茨城県 1.5 新潟県 1.7 静岡県 2.8 奈良県 1.3 徳島県 0.7 熊本県 2.0

青森県 1.5 栃木県 1.2 富山県 1.0 愛知県 4.9 和歌山県 1.1 香川県 0.8 大分県 1.0

岩手県 1.0 群馬県 2.1 石川県 1.1 三重県 1.6 鳥取県 0.5 愛媛県 1.4 宮崎県 1.0

宮城県 1.9 埼玉県 4.3 福井県 0.7 滋賀県 1.1 島根県 0.8 高知県 0.7 鹿児島県 1.4

秋田県 1.2 千葉県 4.2 山梨県 0.7 京都府 1.8 岡山県 1.7 福岡県 4.7 沖縄県 0.9

山形県 0.9 東京都 7.6 ⾧野県 1.7 大阪府 9.1 広島県 2.1 佐賀県 0.7

福島県 1.6 神奈川県 6.1 岐阜県 1.8 兵庫県 4.2 山口県 1.2 ⾧崎県 1.4

民間企業

55.3 

社会福祉

協議会

4.6 

左記以外の

社会福祉法人

15.1 

医療

法人

10.6 

ＮＰＯ

3.6 

社団法人・

財団法人

3.2 

協同組

合

1.7 

地方自

治体

0.8 

その他

0.7 

わから

ない

2.6 

無回答

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)
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１０．勤務している事業所及び法人の従業員数（問１０） 

（１）勤務している事業所の従業員数（問１０①） 
  回答者が勤務している事業所の従業員数は、「11～19 人」が 24.8％で最も高く、次いで「6～10

人」の 20.7％、「20～49 人」の 20.6％となっている。        （資料編 39 ページ 表 10-1-1 参照） 

図表 10-1-1  勤務している事業所の従業員数 

 

 

（２）別事業所の有無と法人全体の従業員数（問１０②） 
回答者が勤務している事業所を運営する法人の別事業所の有無については、「ある」が 73.0％、

「ない」が 24.7％となっている。 

また、法人全体の従業員数は、「100～299 人」が 18.3％で最も高く、次いで「500 人以上」が 14.5％、

「20～49 人」が 14.4％となっている。           （資料編 41 ページ 表 10-2-1 参照） 

図表 10-2-1  複数事業所の有無 

 

図表 10-2-1  法人全体の従業員数 

 
  

1人

1.1 

5人以下

11.3 

6人～

10人

20.7 

11人～

19人

24.8 

20人～

49人

20.6 

50人～

99人

8.4 

100人

以上

7.8 

わからない

3.8 

無回答

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

ある

73.0%

ない

24.7%

無回答

2.3%

n=21,325

19人以下

10.2 

20人~49人

14.4 

50人~99人

13.1 

100人

~299人

18.3 

300人

~499人

5.7 

500人以上

14.5 

わからない

22.6 

無回答

1.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=15,560)
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１１．勤務している事業所の主な介護サービス（問 1１） 
  勤務している事業所の主な介護サービスは「訪問介護」が 22.5％で最も多く、次いで 「通所介護」

が 11.4％、「居宅介護支援」が 10.2％となっている。        （資料編 43 ページ 表 11-1-1 参照） 

  介護サービス系型別（第３章表５（50 ページ）参照）にみると、「訪問系」が 31.2％と最も高く、

次いで「施設系通所型」が 25.7％、「施設系入所型」12.9％、「居住系」11.5％となっている。 

                                  （資料編 47 ページ 表 11-2-1 参照） 

図表 11-1-1  勤務している事業所の主な介護サービス 

 

図表 11-1-2  介護サービス系型別勤務している事業所の主な介護サービス 

 

 

22.5 

0.7 

7.5 
0.2 

0.1 

11.4 
2.1 

1.4 

0.0 

2.2 

0.1 

10.2 

8.0 

0.3 

0.0 

0.9 

2.9 

0.3 

8.7 

0.6 

0.9 

7.5 

2.6 

0.4 

0.1 

0.8 

0.4 

7.1 

0% 10% 20% 30%

訪問介護
訪問入浴介護

訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所介護
通所リハビリテーション
短期入所生活介護
短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与・特定福祉用具販売

居宅介護支援
地域密着型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設
介護老人保健施設

介護医療院
介護保険以外のサービス

その他
わからない

無回答
全 体(n=21,325)

訪問系

31.2 

施設系

入所型

12.9 

施設系

通所型

25.7 

居住系

11.5 

居宅介護

支援

10.2 

その他

1.5 

無回答

7.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)
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１２．現在の法人に就職した主なきっかけ（問 12） 
現在の法人に就職した主なきっかけは、「友人・知人からの紹介」が 35.7％で最も高く、次いで

「ハローワーク」が 19.3％、「求人情報サイト」が 9.1％となっている。 

（資料編 49 ページ 表 12-1 参照） 

図表 12-1-1  現在の法人に就職した主なきっかけ 

 

 
 

 

  

19.3 

1.1 

3.6 

3.4 

35.7 

3.8 

4.4 

9.1 

2.1 

0.1 

1.0 

1.0 

2.0 

3.1 

0.6 

7.7 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40%

ハローワーク

福祉人材センター

学校・養成施設等での進路指導

民間の職業紹介

友人・知人からの紹介

求人・就職情報誌

折込チラシ、新聞・雑誌の広告

求人情報サイト

法人又は施設・事業所のホームページ

法人又は施設・事業所が発信するＳＮＳ

就職セミナー、採用説明会

職場体験、職場実習やボランティア

介護職員の養成のための講座・研修を通じて施設・事…

施設・事業所からの就職の働きかけ

行政広報誌（市報、区報等）

その他

無回答
全 体(n=21,325)
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１３．現在の法人に就職した理由（問１３） 
現在の法人に就職した理由は、「通勤が便利だから」が 51.9％で最も高く、次いで「自分のやり

たい介護ができそうだったため」、 「職場の人間関係がよさそうだったため」がともに 33.6％となっ

ている。                         （資料編 51 ページ 表 13-1 参照） 

図表 13-1-1  現在の法人に就職した理由（複数回答） 

 

5.6 

14.9 

12.4 

51.9 

17.2 

18.3 

24.4 

13.1 

33.6 

33.6 

15.2 

1.0 

11.9 

9.0 

14.0 

8.1 

6.2 

7.9 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地元での評判が良いため

法人の方針や理念に共感したため

経営が健全で将来的に安定しているため

通勤が便利だから

賃金水準が比較的高いため

時間外労働が少ないため

有給休暇などの各種休暇の取得や勤務日時の変更をし

やすいため

質の高い介護を学べそうだったため

自分のやりたい介護ができそうだったため

職場の人間関係がよさそうだったため

事業所の設備・環境が働きやすそうだったため

介護ロボット・ＩＣＴ機器導入、業務改善等により業務

負担の軽減を図っているため

仕事と育児や介護の両立の支援を充実させているため

事業所内でのキャリアアップの道筋を明確化しているため

能力や仕事ぶりを処遇に反映しているため

事業所内外での研修機会が充実しているため

その他

理由は特にない

無回答

全 体(n=21,325)
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Ⅳ．勤務状況・勤務条件等について 
１４．今働いている法人での勤続年数（問１４） 

今働いている法人での勤務年数は、「10～15 年未満」が 17.2％で最も多く、次いで「７～10 年未

満」が 12.8％、「5～7 年未満」が 11.8％となっている。平均勤続年数は 8.2 年であった。 

  職種別でみると、看護職員は「1～2 年未満」が 15.7％、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等は「1 年未満」が

13.8％で最も高くなっている。平均勤続年数は、サービス提供責任者が 9.7 年で最も長く、次いで

生活相談員が 9.1 年となっている。                         （資料編 53 ページ 表 14-1 参照） 

図表 14-1-1  職種別今働いている法人での勤務年数 

 
 

 

  

1年未満

8.3 

9.1 

7.6 

4.2 

6.5 

13.1 

13.8 

8.2 

１～２

年未満

9.9 

10.8 

9.5 

7.3 

5.9 

15.7 

12.4 

9.1 

２～３

年未満

8.3 

9.9 

7.8 

7.1 

6.1 

10.6 

9.7 

7.3 

３～４

年未満

7.7 

7.3 

8.2 

6.4 

6.6 

8.9 

9.2 

7.7 

４～５

年未満

6.0 

6.5 

6.1 

5.5 

5.3 

5.9 

7.7 

6.1 

５～７

年未満

11.8 

11.1 

11.8 

11.1 

12.0 

11.6 

13.8 

12.9 

７～10

年未満

12.8 

11.6 

13.4 

13.8 

16.0 

9.4 

12.0 

12.4 

10～15

年未満

17.2 

17.0 

18.5 

19.8 

23.0 

10.6 

12.4 

15.4 

15～20

年未満

9.0 

7.4 

9.8 

12.8 

9.6 

5.7 

4.7 

9.4 

20年

以上

7.7 

7.7 

6.2 

10.6 

8.2 

7.3 

3.4 

10.9 

無回答

1.3 

1.7 

1.1 

1.4 

0.8 

1.2 

0.9 

0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供

責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・Ｓ

Ｔ等

(n=557)

介護支援専門

員

(n=2,727)

平均
勤続年数
（年）

8.2

7.7

8.2

9.7

9.1

6.7

6.1

8.8
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１５．職位・就業形態（問１５） 

（１）職位（問 1５①） 
職位は、「管理職（主任・（サブ）リーダーなどを現場で統括している人）」が 18.3％、「主任・（サ

ブ）リーダーなど職場のまとめ役」が 19.5％、「一般職・担当職」は 60.3％となっている。 

性別にみると、 「管理職」は、男性で 27.4％、女性で 15.4％、「主任・ （サブ）リーダーなど職場の

まとめ役」は、男性で 25.2％、女性で 17.7％と、男性における比率が高くなっている。 

（資料編 55 ページ 表 15-a-1 参照） 

図表 15-1-1  性別職位 

 

 

（２）上位の職位への志向（問１５②） 
今後、より上位の職位を目指すかについては、「より上位の職位を目指す」は 14.2％、「今のまま

でよい」は 75.3％であった。 

性別にみると「より上位の職位を目指す」は、男性では 27.9％、女性では 10.0％と、男性での割

合が高くなっている。                  （資料編 55 ページ 表 15-a-1 参照） 

図表 15-2-1  性別上位の職位への志向 

 

 

 

  

管理職

18.3 

27.4 

15.4 

主任・（サブ）リーダー

19.5 

25.2 

17.7 

一般職・担当職

60.3 

46.1 

64.8 

無回答

1.9 

1.3 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=21,325)

男 性(n=5,031)

女 性(n=16,030)

より上位の職位を目指す

14.2 

27.9 

10.0 

今のままでよい

75.3 

59.3 

80.3 

無回答

10.5 

12.9 

9.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

男 性(n=5,031)

女 性(n=16,030)
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（３）雇用形態（問１５③） 
  雇用形態は、「無期雇用職員」が 75.7％、「有期雇用職員」が 22.1％となっている。 

性別でみると、「無期雇用職員」は男性では 86.0％、女性では 72.6％と、男性での比率が高くな

っている。                                          （資料編 57 ページ 表 15-b-1 参照） 

※本調査の労働者調査票の配布においては、事業所の「主とするサービス」の一部種類に対して配

布対象者の雇用形態を指定しており、無作為の配布ではないため、結果の利用の際には留意された

い。（P42「４.調査方法」及び P44「表２ 労働者調査票の配布方法（回答者の選び方）」参照） 

図表 15-3-1  性別雇用形態 

 

 

（４）就業形態（問１５④） 
雇用形態は、「フルタイム勤務」が 83.0％、「短時間勤務で、勤務する日や時間があらかじめ定め

られている」が 9.4％、「短時間勤務で、勤務する日や時間が週又は月ごとに変わる」が 6.4％とな

っている。 

性別でみると、「フルタイム勤務」は男性では 94.8％、女性では 79.4％と、男性での比率が高く

なっている。                      （資料編 57 ページ 表 15-b-1 参照） 

図表 15-4-1  性別就業形態 

 
 

  

無期雇用職員

75.7 

86.0 

72.6 

有期雇用職員

22.1 

12.7 

25.1 

無回答

2.1 

1.3 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

男 性

(n=5,031)

女 性

(n=16,030)

フルタイム勤務

83.0 

94.8 

79.4 

短時間勤務で、勤務

する日や時間があらか

じめ定められている

9.4 

2.2 

11.6 

短時間勤務で、勤務

する日や時間が週又は

月ごとに変わる

6.4 

1.9 

7.8 

無回答

1.1 

1.1 

1.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

男 性

(n=5,031)

女 性

(n=16,030)
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１６．労働時間（問１６） 

（１）1 週間の労働日数（問１６①） 
  １週間の平均的な労働日数は、「５日」が 76.9％と、全体の約４分の３を占めている。平均労働

日数は 4.9 日となっている。 

職種別にみると、訪問介護員、介護職員、看護職員で「４日」が 10％程度、また、訪問介護員、

サービス提供責任者で「６日」が 10％程度となっている。  （資料編 59 ページ 表 16-1-1 参照） 

図表 16-1-1  職種別１週間の労働日数 

 

 

 

  

１日

0.2 

0.6 

0.2 

0.3 

0.2 

２日

1.3 

1.5 

1.6 

0.5 

2.0 

0.9 

0.7 

３日

3.7 

4.7 

4.9 

1.6 

4.2 

2.3 

1.9 

４日

8.5 

10.7 

11.7 

2.7 

3.8 

10.9 

2.2 

3.1 

５日

76.9 

67.8 

73.6 

83.1 

87.3 

73.4 

88.5 

86.4 

６日

5.9 

10.7 

3.8 

10.5 

4.5 

5.6 

4.7 

5.0 

７日

0.4 

0.7 

0.2 

0.5 

0.3 

0.2 

0.5 

無回答

3.3 

3.2 

3.9 

2.7 

2.3 

3.3 

1.1 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供

責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・

ＳＴ等

(n=557)

介護支援専

門員

(n=2,727)

平均
労働日数
（日）

4.9

4.8

4.8

5.1

5.0

4.8

4.9

5.0
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（２）1 週間の労働時間（問１６②） 
  １週間の平均的な労働時間数は、「40～45 時間未満」が 52.0％と、半数以上を占めている。次い

で 「45～50 時間未満」が 9.9％、「35～40 時間未満」が 7.9％となっている。平均労働時間は 37.1 時

間となっている。 

職種別でみると、平均労働時間は生活相談員が 40.8 時間で最も長く、次いでサービス提供責任者

が 39.9 時間、介護支援専門員が 38.7 時間、PT・OT・ST 等が 38.6 時間となっている。 

（資料編 61 ページ 表 16-2-1 参照） 

図表 16-2-1  職種別１週間の労働時間 

 

5時間

未満

0.4 

2.1 

0.2 

0.1 

0.2 

0.2 

0.2 

0.1 

5~10

未満

4.5 

7.2 

3.7 

3.7 

2.6 

5.5 

6.3 

4.1 

10~15

未満

1.7 

6.1 

0.9 

0.5 

0.3 

2.4 

0.5 

0.7 

15~20

未満

2.7 

5.8 

3.1 

0.4 

0.7 

2.2 

0.9 

1.3 

20~25

未満

3.8 

6.9 

4.3 

1.1 

1.4 

3.9 

2.3 

1.9 

25~30

未満

1.9 

3.1 

2.2 

1.0 

0.5 

2.8 

0.7 

0.8 

30~35

未満

6.0 

5.9 

8.2 

3.0 

3.4 

7.9 

2.9 

3.2 

35~40

未満

7.9 

6.8 

7.7 

8.0 

5.3 

9.3 

9.0 

9.5 

40~45

未満

52.0 

41.1 

51.8 

58.2 

56.8 

47.2 

55.1 

60.3 

45~50

未満

9.9 

6.5 

9.3 

12.6 

16.6 

10.1 

13.3 

9.7 

50時間

以上

5.9 

4.2 

4.9 

8.5 

9.9 

5.5 

7.4 

6.2 

無回答

3.3 

4.3 

3.8 

2.8 

2.3 

2.9 

1.4 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供責

任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・Ｓ

Ｔ等

(n=557)

介護支援専門

員

(n=2,727)

平均
労働
時間

(時間)

37.1

32.1

37.1

39.9

40.8

36.5

38.6

38.7
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（３）1 週間の残業時間（問１６③） 
1 週間の平均的な残業時間は、「残業なし」が 56.6％と半数以上を占めている。次いで「5 時間未

満」の 25.4％、「5～10 時間未満」の 9.7％となっている。残業なしを含む平均残業時間は 1.7 時間

となっている。 

職位別に平均残業時間をみると、「管理職」が 2.9 時間で最も長く、次いで 「主任・（サブ） リー

ダーなど職場のまとめ役」が 2.3 時間となっている。 

職種別に平均残業時間をみると、生活相談員が 2.9 時間で最も長く、次いでサービス提供責任者

が 2.5 時間となっている。              （資料編 63～64 ページ 表 16-3-1～2 参照） 

図表 16-3-1  職位別・職種別１週間の残業時間 

 
 

  

残業なし

56.6 

47.6 

43.3 

63.8 

68.8 

58.9 

48.4 

40.5 

49.2 

48.7 

59.1 

5時間未満

25.4 

22.3 

33.4 

24.0 

17.7 

27.1 

26.5 

28.8 

32.8 

28.2 

21.1 

5～10

時間未満

9.7 

16.4 

14.1 

6.4 

6.2 

7.3 

14.3 

19.9 

10.2 

14.7 

10.5 

10～15

時間未満

3.1 

7.3 

4.6 

1.5 

2.0 

2.0 

5.0 

5.7 

2.8 

4.3 

4.1 

15時間以上

時間未満

1.2 

2.9 

1.4 

0.5 

0.8 

0.7 

2.3 

2.1 

0.6 

1.1 

1.6 

無回答

4.0 

3.3 

3.2 

3.7 

4.5 

3.9 

3.5 

2.9 

4.4 

3.1 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

管理職

(n=3,893)

主任・リーダー

(n=4,160)

一般職・担当職

(n=12,859)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=557)

介護支援専門員

(n=2,727)

平均
残業時

間
(時間)

1.7

2.9

2.3

1.1

1.2

1.4

2.5

2.9

1.7

2.1

1.9
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１７．年次有給休暇の新規付与日数と取得日数（問１７） 

（１）年次有給休暇の新規付与日数（問１７） 
年次有給休暇の新規付与日数は、「20 日」が 29.4％で最も高く、続いて「10～12 日」の 23.4％と

なっている。                       （資料編 65 ページ 表 17-1-1 参照） 

 

図表 17-1-1  年次有給休暇の新規付与日数 

 
 

（２）年次有給休暇の取得日数・取得率（問１７） 
年次有給休暇の取得（消化）日数は、「5～9 日」が 38.4％で最も高く、次いで「10～12 日」が

19.2％、「1～4 日」の 16.9％となっている。平均取得日数は 7.8 日となっている。 

また、有給休暇の新規付与日数に対する取得日数の割合（取得率）は、「40～60％未満」が 24.4％

で最も高く、次いで「20～40％未満」が 22.6％となっている。平均取得率は 52.6％であった。 

                                   （資料編 67 ページ 表 17-2-1 参照） 

図表 17-2-1  年次有給休暇の取得日数 

 

図表 17-2-2  年次有給休暇の取得率 

 

  

０日

4.7 

１～４日

1.3 

５～９日

5.6 

10～12日

23.4 

13～15日

6.5 

16～19日

5.0 

20日

29.4 

無回答

24.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

平均
付与日数
（日）

14.8

０日

6.5 

１～４日

16.9 

５～９日

38.4 

10～12日

19.2 

13～15日

6.6 

16～19日

3.4 

20日

5.2 

21日以上

0.8 

無回答

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=15,207)

平均
取得日数
（日）

7.8

(注)新規付与日数が１日以上の回答者を対象に集計

20%未満

12.4 

20~40%

未満

22.6 

40~60%

未満

24.4 

60~80%

未満

14.4 

80~100%

未満

7.2 

100%以上

15.7 

無回答

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=15,207)

平均
取得率
(％)

52.6

(注)新規付与日数が１日以上の回答者を対象に集計
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職種別で平均取得率をみると、看護職員が 57.0％と最も高く、次いで PT ・OT ・ST 等が 56.8％と

なっており、一方でサービス提供責任者が 48.0％と低くなっている。 

図表 17-2-3  職種別年次有給休暇の取得日数 

 

図表 17-2-4  職種別年次有給休暇の取得率 

 

０日

6.5 

8.8 

5.9 

6.6 

5.0 

6.2 

6.1 

6.6 

１～４日

16.9 

18.6 

17.1 

17.8 

14.3 

18.1 

15.6 

14.7 

５～９日

38.4 

35.3 

40.1 

39.9 

42.0 

34.5 

37.6 

37.0 

10～

12日

19.2 

19.0 

18.9 

16.9 

19.0 

21.2 

21.7 

20.2 

13～

15日

6.6 

5.5 

6.1 

6.7 

6.2 

8.0 

6.1 

7.3 

16～

19日

3.4 

3.2 

3.1 

2.6 

3.3 

4.1 

5.2 

3.9 

20日

5.2 

5.1 

4.6 

6.1 

6.6 

4.5 

5.7 

6.3 

21日以上

0.8 

0.9 

0.9 

0.4 

0.8 

0.5 

0.5 

0.8 

無回答

3.2 

3.7 

3.2 

2.9 

2.8 

2.9 

1.6 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=15,207)

訪問介護員

(n=1,866)

介護職員

(n=5,855)

サービス提供責任者

(n=1,532)

生活相談員

(n=988)

看護職員

(n=1,766)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=442)

介護支援専門員

(n=1,975)

平均
取得日

数
（日）

7.8

7.5

7.7

7.6

8.1

8.0

8.1

8.2

20%未満

12.4 

14.1 

12.0 

14.4 

11.6 

11.3 

10.4 

12.3 

20~40%

未満

22.6 

19.6 

23.6 

26.8 

24.9 

18.0 

17.9 

22.4 

40~60%

未満

24.4 

23.0 

24.2 

24.1 

24.1 

24.1 

29.6 

26.2 

60~80%

未満

14.4 

13.6 

14.7 

12.1 

14.0 

16.8 

15.4 

13.7 

80~100%

未満

7.2 

6.7 

6.9 

5.5 

7.2 

8.9 

10.0 

7.7 

100%以上

15.7 

19.2 

15.4 

14.1 

15.4 

18.0 

15.2 

14.5 

無回答

3.2 

3.7 

3.2 

2.9 

2.8 

2.9 

1.6 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=15,207)

訪問介護員

(n=1,866)

介護職員

(n=5,855)

サービス提供責任者

(n=1,532)

生活相談員

(n=988)

看護職員

(n=1,766)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=442)

介護支援専門員

(n=1,975)

平均
取得
率

(％)

52.6

54.3

52.2

48.0

51.6

57.0

56.8

52.5
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１８．深夜勤務（問１８） 

（１）深夜勤務の有無（問１８①） 
深夜勤務の有無については、「ある」が 25.6％、「ない」が 71.8％となっている。 

  雇用形態別みると、「ある」は無期雇用職員で 27.7％、有期雇用職員で 18.5％となっている。 

勤務先の介護サービス系型別にみると、「ある」は居住系が 67.9％、施設系（入所型）が 64.5％、

となっている。                           （資料編 69～70 ページ 表 18-a-1～2 参照） 

 

図表 18-1-1  雇用形態別深夜勤務の状況 

 
 

図表 18-1-2  介護サービス系型別深夜勤務の状況 

 
 

 

  

ある

25.6 

27.7 

18.5 

ない

71.8 

70.4 

78.3 

無回答

2.6 

1.9 

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

無期雇用職員

(n=16,144)

有期雇用職員

(n=4,723)

ある

25.6 

12.8 

64.5 

12.1 

67.9 

1.5 

ない

71.8 

84.6 

33.6 

85.1 

30.0 

96.3 

無回答

2.6 

2.6 

1.9 

2.8 

2.1 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問系

(n=6,658)

施設系入所型

(n=2,745)

施設系通所型

(n=5,472)

居住系

(n=2,444)

居宅介護支援

(n=2,183)
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（２）1 ヵ月当たりの深夜勤務回数（問１８②） 
深夜勤務がある人の 1 ヵ月当たりの平均深夜勤務回数は、「5～6 回」が 37.0％で最も高く、次い

で「3～4 回」の 23.5％となっている。平均回数は 5.2 回となっている。 

雇用形態別にみると、平均回数は無期雇用職員が 5.1 回、有期雇用職員が 5.3 回となっている。 

                 （資料編 69～70 ページ 表 18-a-1～2 参照） 

図表 18-2-1  雇用形態別深夜勤務がある人の１ヵ月平均深夜勤務回数 

 
 

（３）仮眠・休憩の状況（問１８③） 
深夜勤務で仮眠・休憩の状況については、「十分とれる」が 14.2％、「ある程度とれる」は 51.8％、

「取れない」は 26.6％となっている。                      （資料編 71 ページ 表 18-3-1 参照） 

図表 18-3-1  雇用形態別深夜勤務中の仮眠・休憩の状況 

 
 

  

1～2回

9.8 

9.8 

10.0 

3～4回

23.5 

24.1 

22.0 

5～6回

37.0 

37.7 

31.8 

7～8回

13.2 

13.1 

13.2 

9～10回

3.9 

3.8 

4.5 

11回以上

1.5 

1.4 

2.2 

無回答

11.1 

10.1 

16.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=5,455)

無期雇用職員

(n=4,474)

有期雇用職員

(n=873)

平均
深夜勤務
（回）

5.2

5.1

5.3

十分とれる

14.2 

14.8 

11.8 

ある程度とれる

51.8 

52.1 

49.1 

とれない

26.6 

26.3 

27.7 

無回答

7.4 

6.7 

11.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=5,455)

無期雇用職員

(n=4,474)

有期雇用職員(n=873)
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（４）深夜勤務体制（問１８④） 
  深夜の勤務体制については、深夜勤務時の職員数は「1 人」が 52.7％で最も高く、次いで「2 人」

の 24.5％となっている。平均深夜勤務職員数は 1.8 人であった。 

職員一人当たりの平均担当入居者数は、「10 人未満」が 39.5％で最も高く、続いて「20～25 人未

満」が 18.4％、「15～20 人未満」が 12.9％で、平均は 15.4 人であった。 

介護サービス系型別でみると、平均担当入居者数は施設系（入所型）が 19.4 人、居住系が 11.0 人

となっている。                            （資料編 73～74 ページ 表 18-4-1～2 参照） 

 図表 18-4-1  深夜勤務時の職員数 

 

図表 18-4-2 深夜勤務時の職員一人当たり担当利用者数 

 

図表 18-4-3 介護サービス系型別深夜勤務時の職員一人当たり担当利用者数 

 
 

  

１人

52.7 

２人

24.5 

３人

7.3 

４人

3.4 

５人

2.4 

６人

0.6 

７人以上

0.8 

無回答

8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=5,455)

平均
深夜勤
務職員
（人）

1.8

10人未満

39.5 

10～15人

未満

7.6 

15～20人

未満

12.9 

20～25人

未満

18.4 

25～30人

未満

5.8 

30人以上

5.7 

無回答

10.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=5,455)

平均
担当入
居者

（人）

15.4

10人未満

39.5 

22.2 

5.2 

62.2 

79.0 

10～15

人未満

7.6 

8.9 

9.9 

9.8 

3.0 

15～20

人未満

12.9 

11.8 

24.2 

4.7 

4.1 

20～25人

未満

18.4 

12.7 

39.6 

3.9 

3.9 

25～30人

未満

5.8 

6.2 

10.2 

2.6 

2.6 

30人以上

5.7 

15.6 

4.7 

2.1 

2.7 

無回答

10.2 

22.6 

6.2 

14.7 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=5,455)

訪問系

(n=853)

施設系入所型

(n=1,770)

施設系通所型

(n=662)

居住系

(n=1,659)

（注）居宅介護支援はデータ数が少ないため非掲載。

平均
担当入
居者

（人）

15.4

20.6

19.4

9.3

11.0
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１９．賃金（問１９） 

（１）賃金の支払形態（問１９①） 
賃金の支払形態は、「月給」が 74.0％、「時間給」が 20.1％、「日給」が 1.4％となっている。 

  雇用形態別でみると、無期雇用職員は「月給」が 81.1％であるのに対し、有期雇用職員は「月

給」が 52.0％、「時間給」が 41.4％となっている。 

 職種別にみると、訪問介護員で「時間給」が 36.1％と他の職種より高くなっている。 

     （資料編 75～76 ページ 表 19-1-1～2 参照） 

図表 19-1-1  雇用形態別賃金の支払形態 

  

図表 19-1-2  職種別賃金の支払形態 

 

 

 

時間給

20.1 

13.6 

41.4 

日 給

1.4 

1.2 

1.9 

月 給

74.0 

81.1 

52.0 

その他

1.5 

1.5 

1.2 

無回答

3.1 

2.5 

3.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

無期雇用職員

(n=16,144)

有期雇用職員

(n=4,723)

時間給

20.1 

36.1 

24.2 

6.3 

8.9 

23.2 

7.7 

6.7 

日 給

1.4 

1.5 

1.9 

1.0 

0.9 

0.6 

0.7 

0.7 

月 給

74.0 

57.0 

69.4 

89.3 

87.4 

71.8 

88.5 

87.0 

その他

1.5 

2.2 

0.3 

1.2 

0.6 

1.8 

1.6 

4.0 

無回答

3.1 

3.3 

4.2 

2.1 

2.2 

2.6 

1.4 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問介護員

(n=2,950)

介護職員

(n=8,207)

サービス提供責任者

(n=2,065)

生活相談員

(n=1,276)

看護職員

(n=2,382)

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等

(n=557)

介護支援専門員

(n=2,727)
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（２）時間給・日給（問１９②） 

（ア）時間給 
時間給の単価の分布は「1,000～1,099円」が 20.0％と最も高く、次いで「1,200～1,299円」が 15.9％、

「1,100～1,199 円」が 15.5％、「1,500～1,999 円」が 15.3％で、平均額は 1,262 円となっている。 

  職種別でみると、平均時間給単価は看護職員の 1,608 円が最も高く、次いで介護支援専門員の

1,378 円、サービス提供責任者の 1,313 円となっている。   （資料編 77 ページ 表 19-2-1-1 参照） 

図表 19-2-1  職種別時間給の単価の分布 

 

図表 19-2-2  平均時間給単価の推移 

 

900円

未満

0.4

0.2

0.5

0.8

900～

949円

4.1

2.1

6.7

3.8

0.7

0.5

950～

999円

6.9

3.3

11.1

4.6

6.2

1.4

0.5

1000～

1099円

20.0

14.4

28.3

15.3

17.7

4.0

8.8

1100～

1199円

15.5

10.9

22.1

12.2

22.1

2.9

5.5

1200～

1299円

15.9

19.1

15.5

11.5

23.0

7.6

25.3

1300～

1399円

9.0

13.0

6.7

15.3

11.5

7.2

16.5

1400～

1499円

6.2

9.3

2.9

9.2

8.0

9.1

13.2

1500～

1999円

15.3

21.9

1.7

18.3

7.1

50.7

24.7

2000～

2999円

2.3

1.9

0.1

6.1

11.1

2.2

3000円

以上

0.5

0.3

1.8

1.6

0.5

無回答

4.0

4.1

4.3

3.1

2.7

3.6

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=4,277)

訪問介護員

(n=1,065)

介護職員

(n=1,988)

サービス提供責任者

(n=131)

生活相談員

(n=113)

看護職員

(n=550)

介護支援専門員

(n=182)

（注）PT・ST・OT等はデータ数が少ないため非掲載。

平均
時間給
（円）

1,262

1,299

1,128

1,313

1,299

1,608

1,378

1,051 1,067 1,078 1,109 1,111 1,142 1,165 1,187 1,219 1,262

0円

500円

1,000円

1,500円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
（年度）
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（イ）日給 
日給の単価の分布は「10,000～13,000 円未満」が 21.6％と最も高く、次いで「8,000～8,500 円未

満」が 13.7％となっている。平均日給額は 10,634 円となっている。 

   （資料編 79 ページ 表 19-2-2-1 参照） 

図表 19-2-3  日給の金額の分布 

 
 

図表 19-2-4  平均日給単価の推移 

 
  

7500円

未満

4.5 

7500～

8000円

未満

7.2 

8000～

8500円

未満

13.7 

8500～

9000円

未満

6.8 

9000～

9500円

未満

4.5 

9500～

10000円

未満

3.8 

10000～

13000円

未満

21.6 

13000～

15000円

未満

2.1 

15000～

20000円

未満

7.2 

20000

円以上

3.4 

無回答

25.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=292)

平均
日給
(円)

10,634

7,844 8,020 8,261 8,971 9,232 9,106 9,010 9,597 10,069 10,634

0円

5,000円

10,000円

15,000円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
（年度）
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（３）通常月の税込み月収（問１９③） 
通常月の税込み月収は、「20 万～25 万円未満」が 26.5％で最も高く、次いで「25 万～30 万円未

満」が 18.7％、「15 万～20 万未満」が 16.4％となっている。平均月収額は 225,046 円であった。 

  賃金の支払形態別にみると、 「月給」では 「20 万～25 万円未満」が 30.8％で最も高く、次いで 「25

万～30 万円未満」が 23.5％で、平均月収額は 248,884 円であった。「時間給」では「10 万円未満」

が 27.8％で最も多く、次いで 「15 万～20 万円未満」が 24.8％、 「10 万～15 万円未満」が 24.4％で、

平均月収額は 140,341 円であった。              （資料編 81～82 ページ 表 19-3-1～2 参照） 

賃金の支払形態が「月給」の者について、職種別でみると、看護職員の 290,093 円が最も高く、

次いで PT・OT・ST 等が 284,027 円となっている。             

 

図表 19-3-1  賃金の支払形態別通常月の税込み月収の分布 

 
 

  

10万円

未満

7.3 

27.8 

9.2 

1.8 

8.3 

10～15

万円未満

6.4 

24.4 

8.9 

1.5 

9.6 

15～20

万円未満

16.4 

24.8 

25.3 

14.1 

9.9 

20～25

万円未満

26.5 

13.0 

28.1 

30.8 

18.3 

25～30

万円未満

18.7 

3.5 

13.4 

23.5 

13.1 

30～35

万円未満

10.9 

1.2 

7.9 

13.8 

12.2 

35～40

万円未満

4.0 

0.3 

1.4 

5.1 

4.2 

40万円

以上

2.7 

0.4 

1.0 

3.2 

10.9 

無回答

7.2 

4.6 

4.8 

6.3 

13.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

時間給

(n=4,277)

日給

(n=292)

月給

(n=15,782)

その他

(n=312)

平均月収
（円）

225,046

140,341

200,647

248,884

245,666
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図表 19-3-2  職種別通常月の税込み平均月収（賃金の支払い形態が月給の者） 

 

図表 19-3-3  通常月の税込み平均月収の推移（賃金の支払い形態が月給の者） 

 

  

10万円

未満

1.8

3.0

1.6

1.6

1.4

1.2

1.2

2.0

10～15

万円未満

1.5

2.7

2.0

0.9

1.1

0.8

0.4

0.8

15～20

万円未満

14.1

17.5

19.7

11.1

14.9

3.7

4.9

8.9

20～25

万円未満

30.8

34.3

36.0

29.6

31.9

18.6

19.1

29.7

25～30

万円未満

23.5

20.3

21.4

24.6

25.7

24.1

30.4

28.6

30～35

万円未満

13.8

9.8

10.0

16.4

13.3

22.7

23.3

14.7

35～40

万円未満

5.1

2.5

3.0

6.1

4.1

11.0

10.5

5.7

40万円

以上

3.2

1.8

1.2

3.7

1.9

9.0

5.9

3.9

無回答

6.3

8.0

5.3

6.0

5.7

8.9

4.3

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=15,782)

訪問介護員

(n=1,681)

介護職員

(n=5,695)

サービス提供

責任者

(n=1,845)

生活相談員

(n=1,115)

看護職員

(n=1,711)

ＰＴ・ＯＴ・Ｓ

Ｔ等

(n=493)

介護支援専門

員

(n=2,373)

平均月収
（円）

248,884

230,258

232,560

256,744

245,342

290,093

284,027

257,862

22.1 22.0 22.7 22.9 23.8 24.1 24.9

0万円

10万円

20万円

30万円

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
（年度）(注)給与の支払形態別の平均月収の集計は平成30年度調査から
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Ⅴ．働く上での悩みや意識 
２０．働く上での悩みや問題（問２０） 
（１）労働条件・仕事の負担についての悩み、不安、不満等（問２０①） 
  労働条件・仕事の負担についての悩み、不安、不満等については、「人手が足りない」が 49.1％

で最も高く、次いで「仕事内容のわりに賃金が低い」が 35.3％、「身体的負担が大きい」が 24.6％

となっている。                                      （資料編 85～86 ページ 表 20-1-1 参照） 

図表 20-1-1  労働条件・仕事の負担についての悩み、不安、不満等（複数回答） 

 

3.2 

0.6 

49.1 

35.3 

8.1 

6.7 

3.1 

17.3 

19.4 

22.5 

20.2 

5.9 

12.9 

7.1 

24.6 

19.4 

6.1 

2.8 

4.5 

14.1 

3.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

雇用が不安定である

無期雇用職員になれない

人手が足りない

仕事内容のわりに賃金が低い

労働時間が不規則である

労働時間が⾧い

不払い残業がある・多い

休憩が取りにくい

有給休暇が取りにくい

精神的にきつい

業務に対する社会的評価が低い

キャリアアップの機会がない

夜間や深夜時間帯に何か起きるの

ではないかと不安がある

介護業務と医療行為の境めが

分かりにくいため不安がある

身体的負担が大きい

健康面（新型コロナウイルス等の感染症、

怪我）の不安がある

福祉機器の不足、機器操作の不慣れ、

施設の構造に不安がある

仕事中の怪我などへの補償がない

その他

労働条件・仕事の負担について特に悩み、

不安、不満等は感じていない

無回答

全 体(n=21,325)
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（２）職場におけるハラスメント（問２０②） 
仕事中に職場の上司や先輩、同僚、部下・後輩から受けたハラスメントについては、「過去１年

間で仕事中に職場内で上記のようなハラスメントを受けたことはない」が 75.8％と最も高く、受け

たハラスメントとしては「脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言（精神的な攻撃）」が 7.2％で最も多

くなっている。                       （資料編 91 ページ 表 20-2-1 参照） 

図表 20-2-1  職場におけるハラスメント（複数回答） 

 

（３）利用者やその家族からのセクハラ、暴力等（問２０③） 
利用者やその家族からのセクハラ、暴力等については、「上記のような経験をしたことはない」

が 56.6％と最も高く、受けたセクハラ、暴力等としては「暴言（直接的な言葉の暴力）」が 22.3％

と最も高くなっている。                   （資料編 94 ページ 表 20-3-1 参照） 

図表 20-3-1  利用者やその家族からのセクハラ、暴力等（複数回答） 

 

0.2 

7.2 

3.5 

3.5 

1.1 

3.1 

2.7 
75.8 

8.8 

0% 20% 40% 60% 80%

暴行・傷害（身体的な攻撃）

脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言（精神的な攻撃）

隔離・仲間外し・無視（人間関係からの切り離し）

業務上明らかに不要なこと、遂行不可能なことの強制、

仕事の妨害（過大な要求）

業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の

低い仕事を命じることや仕事を与えないこと(過小な要求)

私的なことに過度に立ち入ること（個の侵害）

その他

過去１年間で仕事中に職場内で上記のような

ハラスメントを受けたことはない

無回答
全 体(n=21,325)

8.3 

9.6 

22.3 

14.7 

1.8 56.6 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

セクハラ（性的嫌がらせ）

暴力

暴言（直接的な言葉の暴力）

介護保険以外のサービスを求められた

その他

上記のような経験をしたことはない

無回答 全 体(n=21,325)
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Ⅵ．勤務先の取り組み 
２１．働き続けることに役立っている勤務先の取り組み（問２１） 

勤務先で行われている取り組みのうち、現在の職場を辞めずに働き続けることに役立っているも

のは、「人間関係が良好な職場づくり」が 47.2％で最も多く、次いで「有給休暇の各種休暇の取得

や勤務日時の変更をしやすい職場づくり」が 43.2％となっている。 

（資料編 97～98 ページ 表 21-1 参照） 

図表 21-1-1  働き続けることに役立っている勤務先の取り組み（複数回答） 

 

23.1 

17.6 

43.2 

20.8 

22.3 

14.7 
47.2 

30.9 

11.1 

15.0 

16.0 

5.3 

10.8 

17.7 

1.3 

9.7 

18.9 

13.7 

5.4 

1.9 

11.2 

4.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

賃金水準の向上

時間外労働の削減

有給休暇等の各種休暇の取得や勤務

日時の変更をしやすい職場づくり

自分の希望や人間関係などに配慮した

配置・異動

介護の質の向上を図るための価値観や

行動基準の共有

現場の裁量による創意工夫を尊重する

マネジメント

人間関係が良好な職場づくり

職場内での仕事上のコミュニケーションの

円滑化

仕事外での職員間の交流の機会の設定

悩み、不満、不安などを上司以外に相談

できる担当者・相談窓口の設置

事業所の設備・環境を働きやすい

ものに改善

介護ロボット・ICT機器等の導入、

業務改善等により業務負担の軽減

健康対策や健康管理の充実

仕事と育児や介護の両立支援

託児所設置や保育費用支援等

事業所内でのキャリアアップの

道筋の明確化

能力や仕事ぶりを処遇に反映

事業所内外での研修機会の充実

地域活動への事業所としての参加

その他

役立っているものはない

無回答

全 体(n=21,325)
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２２．勤務先の介護休業制度の認知状況等（問２２） 
勤務先の勤務制度については、「勤務日時の急な変更に対応してくれる」が 59.1％と最も高く、

次いで「日頃から、有給休暇がとりやすい」が 41.9％となっている。また、「勤務先の介護休暇制

度を知っている」は 20.0％、「勤務先の介護休暇制度を知っている」は 18.5％となっている。 

（資料編 103 ページ 表 22-1 参照） 

図表 22-1-1  性別勤務先の勤務制度等に対する認識 

 

 

 

 

 

  

20.0 

18.5 

17.0 

41.9 

59.1 

11.8 

5.2 

23.8 

20.1 

16.9 

41.4 

51.8 

15.5 

4.2 

18.8 

17.9 

17.1 

42.1 

61.5 

10.6 

5.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

勤務先の介護休業制度を知っている

勤務先の介護休暇制度を知っている

突然の時間外勤務がない

日頃から、有給休暇をとりやすい

勤務日時の急な変更に対応してくれる

いずれもあてはまらない

無回答

全 体(n=21,325)
男 性(n=5,031)
女 性(n=16,030)
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２３．勤務先の仕事と育児の両立支援制度（問２３） 
勤務先の仕事と育児を両立させるための休業・休暇・短時間勤務制度等について、「制度がある

かどうかよく知らない」は 31.4％となっている。一方、制度があることを知っていて「活用しやす

いかどうかわからない」は 26.6％、「制度を活用しやすい」は 19.7％、「代わりに担当してくれる職

員がいないので制度を活用しにくい」は 13.0％となっている。 

（資料編 105～106 ページ 表 23-1～2 参照） 

図表 23-1-1 性別仕事と育児を両立させるための制度に対する認識 

 

図表 23-1-2  介護サービス系型別仕事と育児を両立させるための制度に対する認識 

 

制度を活用

しやすい

19.7 

20.7 

19.4 

代わりに担当してくれる

れる職員がいないので

制度を活用しにくい

13.0 

15.5 

12.2 

その他の理由で

制度を活用しにくい

1.9 

2.2 

1.7 

活用しやすいか

どうかわからない

26.6 

27.3 

26.3 

制度があるかどう

かよく知らない

31.4 

28.9 

32.3 

無回答

7.5 

5.4 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

男 性

(n=5,031)

女 性

(n=16,030)

制度を活用

しやすい

19.7 

20.3 

23.7 

18.1 

17.1 

19.6 

代わりに担当してくれる

れる職員がいないので

制度を活用しにくい

13.0 

13.1 

12.0 

12.2 

13.1 

17.0 

その他の理由で

制度を活用しにくい

1.9 

1.6 

2.6 

1.8 

1.7 

1.8 

活用しやすいか

どうかわからない

26.6 

26.2 

32.3 

24.3 

29.3 

26.6 

制度があるかどう

かよく知らない

31.4 

31.3 

24.0 

36.6 

32.1 

26.8 

無回答

7.5 

7.4 

5.3 

7.0 

6.7 

8.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

訪問系

(n=6,658)

施設系入所型

(n=2,745)

施設系通所型

(n=5,472)

居住系

(n=2,444)

居宅介護支援

(n=2,183)
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Ⅶ．勤務先への評価について 
２４．今の仕事や職場の評価（問２４） 

勤務先への評価について、今の仕事や職場についてあてはまるものは「利用者や家族から感謝さ

れる」が最も高く（57.3％）、次いで「利用者の援助・支援や生活改善につながる」（49.8％）、「福祉

に貢献できる」（34.6％）が高くなっている。           （資料編 107 ページ 表 24-1 参照） 

 

図表 24-1-1  今の仕事や職場の評価 

 

 
 

 
  

34.6 

49.8 

57.3 

27.1 

14.2 

19.2 

24.5 

17.1 

13.4 

10.5 

8.9 

11.1 

27.2 

6.7 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

福祉に貢献できる

利用者の援助・支援や生活改善につながる

利用者や家族から感謝される

専門性が発揮できる

業務改善の機会がある

自分が成⾧している実感がある

仕事が楽しい

期待される役割が明確である

目標にしたい先輩・同僚がいる

法人（事業所）や上司から働きぶりが評価される

キャリアアップの機会がある

生計を立てていく見込みがある

収入が安定している

いずれもあてはまらない

無回答

全 体(n=21,325)
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２５．仕事の満足度（問２５） 
現在の仕事の満足度について、満足度Ｄ.Ｉ. （「満足」と「やや満足」の合計の回答者割合から「不

満足」と「やや不満足」の合計の回答者割合を差し引いた指標）でみると、「職場の人間関係」（32.4）、

「仕事の内容」（28.2）で高いプラスになる一方で、「人員配置体制」（▲21.3）、「休憩室などの付帯

設備」（▲15.3）、「賃金水準」（▲14.3）でマイナスが大きい。   （資料編 109 ページ 表 25 参照） 

図表 25-1-1  現在の仕事の満足度 

 

満 足

15.4 

8.4 

8.3 

16.8 

7.5 

10.1 

7.8 

20.1 

16.8 

15.2 

15.5 

7.9 

7.8 

6.0 

8.3 

やや満足

24.0 

13.4 

14.5 

17.9 

10.8 

12.4 

11.5 

25.4 

22.3 

23.4 

18.8 

13.8 

10.7 

11.2 

15.7 

普 通

44.4 

56.7 

35.0 

40.6 

36.9 

58.5 

53.5 

36.6 

40.7 

43.2 

48.6 

46.5 

42.3 

56.6 

56.6 

やや不満足

8.5 

10.5 

23.2 

13.8 

26.6 

8.6 

14.2 

9.4 

10.5 

10.1 

8.8 

19.7 

22.1 

14.9 

10.2 

不満足

2.7 

5.3 

13.9 

5.8 

13.0 

3.2 

7.3 

3.7 

4.5 

3.0 

3.1 

6.7 

11.7 

5.6 

3.7 

無回答

5.0 

5.7 

5.1 

5.1 

5.3 

7.1 

5.7 

4.9 

5.0 

5.1 

5.3 

5.4 

5.4 

5.7 

5.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①仕事の内容

②キャリアアップの機会

③賃金水準

④労働時間・休日等の労働条件

⑤人員配置体制

⑥仕事と育児や介護の両立

⑦人事評価のあり方

⑧職場の人間関係

⑨仕事上の相談の環境

⑩仕事関係の情報の共有

⑪雇用の安定性

⑫仕事のための設備・機器・用具類

⑬休憩室などの付帯設備

⑭教育訓練・能力開発の機会

⑮職業生活全体

満足度
D.I.

28.2

6.0

-14.3

15.1

-21.3

10.7

-2.2

32.4

24.1

25.5

22.4

-4.7

-15.3

-3.3

10.1

(n=21,325)
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２６．仕事等の今後の希望（問２６） 

（１）仕事（職種）の今後の希望（問２６①） 
今の仕事（職種）に関する今後の希望は、「今の仕事（職種）を続けたい」が 58.3％と半数以上と

なっている。                         （資料編 155 ページ 表 26-1 参照） 

図表 26-1-1  今の仕事（職種）の今後の希望 

 

 

（２）今の事業所での就労継続意向（問２６②） 
今の事業所での就労については、「今の事業所で働き続けたい」が 53.0％と半数以上となってい

る。                             （資料編 155 ページ 表 26-1 参照） 

図表 26-2-1  今の勤務先での就業継続意向 

 
 

今の仕事（職種）の今後の希望別に今の勤務先での就労継続意向をみると、 「今の仕事（職種）を

続けたい」では「今の事業所で働き続けたい」は 81.1％と約 8 割となっている。 

図表 26-2-2  今の仕事（職種）の今後の希望別今の勤務先での就業継続意向 

 

今の仕事を

続けたい

58.3 

今の仕事では

ない介護関係の

事に就きたい

4.2 

今の仕事ではない

福祉・医療関係の

仕事に就きたい

3.0 

介護・福祉・医療

関係以外の仕事に

就きたい

5.5 

わからない

20.6 

働きたくない

3.2 

無回答

5.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=21,325)

今の事業所で

働き続けたい

53.0 

今の法人内の別の

事業所に転勤したい

2.0 

別の法人や企業

などに転職したい

9.9 

わからない

27.7 

無回答

7.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=20,649)

（単位: 人、％）

今
の
事
業
所
で

働
き
続
け
た
い

今
の
法
人
内
の

別
の
事
業
所
に

転
勤
し
た
い

別
の
法
人
や
企

業
な
ど
に
転
職

し
た
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

20,649 10,946 407 2,040 5,710 1,546
100.0 53.0 2.0 9.9 27.7 7.5

今の仕事（職種）を続けたい 12,443 81.1 1.4 3.4 11.6 2.5
今の仕事（職種）ではない、介護関係の仕事（職種）に就きたい 891 15.5 10.9 43.7 28.1 1.9
今の仕事（職種）ではない、福祉・医療関係の仕事（職種）に就きたい 643 8.1 7.3 52.1 30.0 2.5
介護・福祉・医療関係以外の仕事（職種）に就きたい 1,174 7.2 2.2 50.0 37.9 2.6
わからない 4,386 12.5 1.3 6.7 76.2 3.2

（単位: 人、％）

回
答
労
働
者
数

今の事業所での就労継続希望

全　　　　　　体

今
の
仕
事
の

今
後
の
希
望
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Ⅷ．訪問介護員、サービス提供責任者について（令和６年度調査のトピッ

クス） 
２７．訪問介護員が所属事業所に出向く頻度（問２７） 

訪問介護員が訪問介護の勤務（訪問介護のほか、その準備、報告、研修、会議・打ち合わせなど

を含む）のために所属先の事務所に出向く頻度は、「勤務のある日は原則として毎日」が 50.5％と

約半数となっている。 

性別にみると、「勤務のある日は原則として毎日」は、男性が 55.2％と女性の 49.6％よりやや高

くなっている。 

年齢階層別にみると、60 歳以上の各層で「月１日以上～週１日未満」、「週１日以上～週３日未

満」の割合が上昇している。                                （資料編 158 ページ 表 27 参照） 

図表 27-1-1  訪問介護員の所属先事業所へ出向く頻度 

 
 

図表 27-1-2  性別・年齢階層別訪問介護員の所属先事業所へ出向く頻度 

 
  

月１日未満

5.1 

月1日以上～

週1日(4日)未満

9.7 

週1日(月4日)～

週3日(月12日)

未満

10.5 

週3日(月12日)

以上

6.7 

勤務のある日は

原則として毎日

出向く

50.5 

無回答

17.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=2,950)

(単位:人、％）

回答労働者数 月１日未満
月１日以上

～週１日未満
週１日以上

～週３日未満
週３日以上 毎日 無回答

2,950 5.1 9.7 10.5 6.7 50.5 17.4
男 491 5.7 7.9 6.9 7.3 55.2 16.9
女 2,437 5.0 10.1 11.2 6.6 49.6 17.4

２０歳未満 3 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3
２０歳以上２５歳未満 66 9.1 6.1 7.6 7.6 53.0 16.7
２５歳以上３０歳未満 111 3.6 6.3 9.9 4.5 61.3 14.4
３０歳以上３５歳未満 153 5.9 3.9 11.1 4.6 59.5 15.0
３５歳以上４０歳未満 231 7.8 8.7 7.8 7.8 55.4 12.6
４０歳以上４５歳未満 337 6.2 6.2 8.9 7.1 54.0 17.5
４５歳以上５０歳未満 385 5.2 9.4 10.9 7.0 50.9 16.6
５０歳以上５５歳未満 442 3.6 8.1 7.7 7.7 56.8 16.1
５５歳以上６０歳未満 396 4.5 7.8 10.9 5.1 55.1 16.7
６０歳以上６５歳未満 368 2.7 13.0 12.0 6.0 48.4 17.9
６５歳以上７０歳未満 240 7.1 15.8 14.6 8.3 31.7 22.5
７０歳以上７５歳未満 126 4.8 20.6 15.1 7.1 30.2 22.2

７５歳以上 61 6.6 14.8 16.4 11.5 23.0 27.9

計

性別

年
齢
階
層
別
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２８．サービス提供責任者の訪問介護員に対する研修・指導の実施状況（問２８） 
サービス提供責任者が担当する訪問介護員に対して実施しているコミュニケーション、研修・指

導の機会について、「十分実施されている」ものは「新規利用者を訪問する訪問介護員に対する同

行訪問」が 54.9％で最も高く、次いで「新任の訪問介護員に対する同行訪問」が 51.0％となってい

る。 

「ある程度実施している」ものは、「訪問介護員からの仕事上の課題などに関する相談や指導な

ど」が 58.4％で最も高く、次いで「訪問介護員が作成する介護記録・報告書に対する助言・指導」

が 57.6％となっている。          （資料編 159～168 ページ 表 28-a-1～表 28-e-2 参照） 

 

図表 28-1-1  サービス提供責任者による訪問介護員の雇用管理の取り組み 

 
 

  

十分実施している

21.5 

24.3 

13.6 

29.4 

24.1 

51.0 

54.9 

20.9 

23.1 

10.8 

ある程度

実施している

57.6 

58.4 

48.5 

54.2 

46.3 

32.6 

29.4 

43.1 

44.7 

32.1 

あまり実施

していない

9.7 

6.5 

24.0 

5.9 

17.3 

4.6 

4.4 

22.6 

19.4 

35.7 

実施していない

1.4 

1.0 

4.1 

0.9 

2.6 

1.8 

1.6 

3.6 

3.0 

11.5 

無回答

9.7 

9.7 

9.7 

9.5 

9.7 

10.0 

9.8 

9.8 

9.7 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

訪問介護員が作成する介護記録・

報告書に対する助言・指導

訪問介護員からの仕事上の課題

などに関する相談や指導など

訪問介護員の仕事以外の悩み

などへの相談など

訪問介護員との日常的な情報交換

訪問介護員同士が仕事に関して

相談や意見交換をできる機会の設定

新任の訪問介護員に対する同行訪問

新規利用者を訪問する訪問介護員に

対する同行訪問

事例検討会・カンファレンスの開催

介護技能向上のための職場内

研修・勉強会の実施

外部の研修会等の受講機会の設定

(n=2,065)
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２９．サービス提供責任者の業務の現在の比率、望ましい比率（問２９①②） 
サービス提供責任者の業務の比率（全体を 10 としての割合）は、「訪問介護員に対する調整・指

導・研修（同行訪問を除く）」では現在の比率が 1.6 に対し、望ましい比率が 2.0 となるなど、「管

理業務」は望ましい比率の方が高く、一方で「自分の訪問介護業務」は現在の比率が 3.5 に対し、

望ましい比率が 2.6 となるなど、現在の比率の方が高くなっている。 

（資料編 169～178 ページ 表 29-1-1～表 29-2-5 参照） 

 

図表 29-1-1  サービス提供責任者の業務の現在の比率、望ましい比率 

 

図表 29-1-2  サービス提供責任者の業務の現在の比率、望ましい比率 

 

  

訪問介護員に対する

調整・指導・研修

（同行訪問を除く）

1.6

2.0

訪問介護員との

同行訪問

1.1

1.4

その他の管理業務

2.5

2.9

自分の訪問介護

業務

3.5

2.6

他者の代行訪問

介護業務

1.3

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①現在の比率

(n=1,498)

②望ましい比率

(n=1,415)

訪問介護員に
対する調整・指
導・研修（同行
訪問を除く）

訪問介護員との
同行訪問

その他の管理業
務

自分の
訪問介護業務

他者の
代行訪問介護

業務
合計

①現在の比率 1.6 1.1 2.5 3.5 1.3 10.0

②望ましい比率 2.0 1.4 2.9 2.6 1.1 10.0

ギャップ（①ー②） -0.4 -0.3 -0.4 0.9 0.2
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３０．サービス提供責任者が担当する訪問介護員の人数・離職状況（問３０） 
サービス提供責任者が担当する訪問介護員は、一人当たり平均 11.3 人で、担当人数の分布をみる

と、「6～10 人」が 32.3％、「1～5 人」が 27.6％と、10 人以下が約６割となっている。 

担当する訪問介護員の１年間の離職率は 9.5％となっている。 

 （資料編 179 ページ 表 30-1 参照） 

図表 30-1-1  サービス提供責任者が担当する訪問介護員 

 

図表 30-1-2  サービス提供責任者が担当する訪問介護員数（一人当たり） 

 

図表 30-1-3  サービス提供責任者が担当する訪問介護員の離職率 

 
 

 

 

 

実数(人)
一人当たり

人数
回答労働者数 1,495

担当している訪問介護員の現在数 16,928 11.3

令和５年１０月１日現在の担当訪問介護員数 16,501 11.0

新たに担当となった訪問介護員の数 2,258 1.5

担当していた訪問介護員のうち、離職した者の数 1,567 1.0

担当していた訪問介護員のうち、離職以外の理由で担当外となった者の数 264 0.2

担当している訪問介護員の離職率（％） 9.5

１～５人

27.6

６～10人

32.3

11～15人

18.7

16～20人

11.0

21～25人

3.8

26～30人

2.9

31人以上

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答サービス

提供責任者数

(n=1,495)

５%未満

52.9 

5～10％未満

9.2 

10～15％

未満

11.8 

15～20％

未満

6.5 

20～25％

未満

5.3 

25～30％

未満

4.8 

30％以上

9.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=1,443)

（注）令和５年１０月１日現在で担当0人のサービス提供責任者を除く



102 
 

 

  


